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１．岐阜県製品技術研究所の概要

１．１ 沿革
○岐阜県製品技術研究所（本所）

明治４２年 岐阜市八ツ梅町に岐阜県工業試験場を創設
明治４３年 羽島郡笠松町に第一分場、同郡竹鼻町に第二分場を設置
大正 ９年 岐阜県工業講習所を併設
昭和 ４年 羽島郡笠松町の岐阜県第一工業学校敷地内に新築移転
昭和 ８年 岐阜県工業講習所廃止
昭和２１年 10月 天皇陛下には戦後のご視察のため本県に行幸になり、当所を行在所と定め２泊された。
昭和４７年 ８月 現在地（羽島郡笠松町）に新築移転、岐阜県工業技術センターに改称
昭和５２年 ４月 繊維部が独立し、岐阜県繊維試験場を設立、機械部は岐阜県金属試験場へ移管
昭和５６年 ４月 岐阜県寒天研究所（恵那郡山岡町）を統合
昭和６１年 12月 電子応用技術開放試験室を設置
平成 元年 11月 新素材融合化開放試験室を設置
平成 ３年 12月 複合材料開発支援共同研究室を設置
平成 ６年 ４月 食品部門が独立し、岐阜県食品加工ハイテクセンターを設立
平成 ８年 ３月 マルチメディア工房を設置
平成１１年 ４月 工業技術センター、食品加工ハイテクセンター、繊維試験場、紙業試験場、金属試験場を統

合し「岐阜県製品技術研究所」を設立
平成１７年 ４月 組織改正により「応用化学研究部」、「繊維研究部」を設置

○美濃分室（旧、岐阜県紙業試験場）
明治３８年 旧武儀郡美濃町ほか、紙業関係11町村が美濃紙同業組合抄紙試験場を創設
昭和 ３年 現在地（美濃市前野）に岐阜県製紙工業試験場を設立
昭和１９年 岐阜県紙業指導所に改称
昭和２１年 11月 岐阜県製紙工業試験場に改称
昭和３２年 ９月 岐阜県製紙試験場に改称
昭和４９年 11月 岐阜県紙業試験場に改称
平成 ３年 11月 機能紙開放試験室を設置
平成 ８年 ４月 マルチメディア工房を設置
平成１１年 ４月 試験研究機関体制整備により、岐阜県製品技術研究所「美濃分室」となる。
平成１５年 ４月 マルチメディア工房を廃止
平成１７年 ４月 「紙研究部」に改称

○関分室（旧、岐阜県金属試験場）
昭和 ９年 県内の金属工業指導のため地方商工技師１名が関刃物工業組合に駐在
昭和１２年 岐阜県金属試験場規程を公布、仮事務所を関刃物工業組合に開設
昭和１２年 庁舎新築起工式（岐阜県武儀郡関町南春日１３番地）
昭和１３年 本館および試験棟２棟竣工
昭和１６年 日本刀鍛錬研究室増築（日本刀鍛錬塾寄贈）
昭和１９年 岐阜県金工指導所に改称
昭和２１年 11月 岐阜県金属試験場に改称
昭和３１年 10月 材料試験室および教室新築
昭和３４年 ４月 岐阜市加納本石町に岐阜県中小機械工業開放研究室を設置
昭和４０年 11月 めっき試験室を設置（岐阜県めっき工業組合寄贈）
昭和４４年 ６月 現在地（関市小瀬）に新築移転
昭和５０年 ３月 岐阜県中小機械工業開放研究室を廃止
昭和５１年 ３月 機械金属開放試験室を設置
昭和５２年 11月 精密測定室を設置
昭和５４年 ３月 実験研修棟新築
平成 ８年 ４月 マルチメディア工房を設置
平成１１年 ２月 ものづくり試作開発支援センターを設置
平成１１年 ４月 試験研究機関体制整備により、岐阜県製品技術研究所「関分室」となる。
平成１７年 ４月 「機械・金属研究部」に改称

○食品加工ハイテクセンター
大正 ７年 岐阜市に岐阜県醸造試験所（昭和３５年に試験室に改称）を創設
昭和３０年 ４月 恵那郡山岡町に岐阜県寒天研究室（昭和４４年に研究所に改称）を設立
昭和４８年 ４月 醸造試験室を工業技術センターに統合
昭和５６年 ４月 寒天研究所を工業技術センターに統合
平成 ６年 ４月 工業技術センターの食品部門が独立し、岐阜県食品加工ハイテクセンターを設立
平成１１年 ４月 試験研究機関体制整備により、岐阜県製品技術研究所「食品加工ハイテクセンター」となる。
平成１７年 ４月 「食品研究部」に改称



- 2 -

１．２ 敷地と建物
○岐阜県製品技術研究所（本所）

羽島郡笠松町北及47 〒501-6064 TEL 058-388-3151 FAX 058-388-3155
２敷地面積 12,179.80 m
２建物面積 5,118.35 m

２ ２ ２ ２本館棟 鉄筋コンクリート３階建（1F 1,006.17 m 2F 989.04 m 3F 989.04 m ） 2,984.25 m
２ ２ ２北館棟 鉄筋コンクリート２階建（1F 1,005.12 m 2F 960.96 m ） 1,966.08 m

２車 庫 鉄骨瓦棒葺平屋建 77.40 m
２渡り廊下 鉄筋コンクリート平屋建 42.00 m
２排水処理棟 鉄骨スレート平屋建 48.62 m

○美濃分室
美濃市前野777 〒501-3716 TEL 0575-33-1241 FAX 0575-33-1242

２敷地面積 6,816.29 m
２建物面積 2,168.88 m

２ ２ ２ ２本館棟 鉄筋コンクリ－ト２階建 （1F 580.82 m 2F 559.40 m 3F 38.70 m ） 1,178.92 m
２ ２ ２試験研究棟 鉄骨ｽﾚ-ﾄ葺平屋建 一部鉄筋ｺﾝｸﾘ-ﾄ２階 （1F 665.40 m 2F 144.00 m ） 809.40 m

２排水処理施設棟 鉄骨スレ－ト平屋建 50.83 m
２ボイラー棟 鉄骨スレ－ト平屋建 49.50 m
２車 庫 鉄骨スレ－ト平屋建 43.47 m
２渡り廊下 鉄骨スレ－ト平屋建 21.00 m
２自転車置場外 鉄骨平屋建 15.76 m

○関分室
関市小瀬1288 〒501-3265 TEL 0575-22-0147 FAX 0575-24-6976

２敷地面積 11,750.04 m
２建物面積 2,978.19 m

２ ２ ２本館棟 鉄筋コンクリート２階建（1F 533.40 m 2F 533.40 m ） 1,066.80 m
２ ２ ２実験研修棟 鉄筋コンクリート２階建（1F 273.85 m 2F 274.56 m ） 548.41 m

２試 験 棟 鉄骨ブロック平屋建 702.00 m
２開放試験室 鉄骨ブロック平屋建 434.52 m
２排水処理施設棟 鉄骨スレ－ト平屋建 29.92 m
２車 庫 鉄骨スレ－ト平屋建 42.00 m
２渡り廊下 鉄骨スレ－ト平屋建 64.78 m
２自転車置場外 鉄骨平屋建 89.76 m

○食品加工ハイテクセンター
羽島郡笠松町北及47 〒501-6064 TEL 058-388-3151 FAX 058-388-3155
（寒天研究室 恵那郡山岡町下手向1865-1 〒509-7607 TEL・FAX 0573-56-2556）

敷地面積 997.00 m （寒天研究室のみ）２

２建物面積 858.63 m
２ ２ ２本館 鉄筋コンクリート２階建（1F 283.68 m 2F 239.32 m ） 523.00 m
２ ２ ２寒天研究室本館 鉄筋コンクリート２階建（1F 193.25 m 2F 114.03 m ） 307.28 m

２寒天研究室倉庫 鉄骨造りスレ－ト葺平屋建 28.35 m

１．３ 組織及び業務内容（平成１７年４月１日現在）

管 理 課 ○人事、予算、給与、福利厚生

応用化学研究部 ○ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、石灰等に関する技術開発・指導・依頼試験

繊 維 研 究 部 ○繊維に関する技術開発・指導・依頼試験
所 長

技 術 支 援 部 ○技術開発、支援事業の調整、広報、知財管理等
主任部長研究員

紙 研 究 部 ○紙・紙製品に関する技術開発・指導・依頼試験

機械・金属研究部 ○機械・金属に関する技術開発・指導・依頼試験

食 品 研 究 部 ○食品に関する技術開発・指導・依頼試験
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１．４ 職員構成
平成１７年４月１日

部 課 職 名 氏 名 部 課 職 名 氏 名

所 長 島 田 忠 紙研究部 部 長 高 田 誠
主任部長研究員 林 好 夫 主任専門研究員 河 田 賢 次

〃 佐 藤 幸 泰
管 理 課 管理監兼管理課長 浅 野 常 専門研究員 松 原 弘 一

課長補佐 川 地 光 雄 〃 立 川 英 治
〃 若 井 由利子 主任研究員 野 村 貴 徳
〃 太 田 倫 子美濃駐在
〃 臼 井 敏 博 機械・金属 部 長 竹 腰 久仁雄関駐在

主 任 加 藤 治 也 研究部 主任専門研究員 大 畑 勉
主任用務員 栗 田 英 子 〃 柴 田 英 明美濃駐在

〃 戸 崎 康 成
応用化学研 兼部長 長 屋 喜 八 専門研究員 佐 藤 丈 士主任部長研究員
究部 主任専門研究員 藤 吉 加 一 〃 林 哲 郎

〃 林 弘一郎 〃 藤 田 和 朋
専門研究員 道 家 康 雄 主任研究員 浅 野 良 直
主任研究員 西 垣 康 広 〃 鎌 倉 光 利

〃 浅 倉 秀 一 〃 山 口 貴 嗣
加 賀 忠 士

繊維研究部 兼部長 加 藤 博 一主任部長研究員
専門研究員 遠 藤 善 道 食品研究部 部長研究員兼部長 苅 谷 幹 治

〃 奥 村 和 之 主任専門研究員 大 塚 公 人
〃 山 内 寿 美 〃 高 田 満 郎

主任研究員 西 村 太 志 専門研究員 鈴 木 寿
工業技手 佐 治 治 代 主任研究員 澤 井 美 伯

〃 加 島 隆 洋
技術支援部 部 長 村 田 進

主任専門研究員 大 野 仁 志
専門研究員 小 河 廣 茂

〃 神 山 真 一
主任研究員 林 浩 司

１・５ 職員の人事異動（１７年４月１日まで）

年 月 日 事 由 役（補）職名 氏 名 備 考

平成17年 4月 1日 退 職 部長研究員 野村 泰之
部長研究員 伊神 務
主任研究員 塚田 浩

転 出 研究開発部長 山下 典男 新産業労働政策室
関分室長 石榑 芳直 商工業室
課長補佐 浅野 人美 海津明誠高等学校
課長補佐 渡辺 文子 関高等学校
専門研究員 原田 敏明 保健環境研究所
専門研究員 小川 俊彦 (財)岐阜県研究開発財団
主 査 木下 哲治 スポーツ課

転 入 主任部長研究員 長屋 喜八 商工業室
主任部長研究員 加藤 博一 新産業労働政策室
主任専門研究員 河田 賢次 (財)岐阜県研究開発財団
主任専門研究員 林 弘一郎 保健環境研究所
課長補佐 川地 光雄 生物産業技術研究所
課長補佐 臼井 敏博 岐阜建設事務所
主任研究員 野村 貴徳 新産業振興室

東京大学先端科学技術研究センター派遣主任研究員 山口 貴嗣
（農林水産）主 任 加藤 治也 農林商工部管理室

新 採 主任研究員 浅倉 秀一
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１．６ 主要試験研究設備

○本所

名 称 製 造 所 名 型 式 性 能・規 格 等

蛍光Ｘ線分析装置 理学電機 RIX3100 4ｋＷ

比表面積測定装置 ユアサアイオニクス AUTOSORB１ 0.05m /ｇ以上２

熱溶融測定装置（日自振） 東洋精機製作所 ｷｬﾋﾟﾛｸﾞﾗﾌIB 測定温度 60～400℃

万能材料試験機（日自振） 島津製作所 AG-10TB 10ｔ,0.005～500mm/min

ＥＰＭＡ（電子線マイクロアナライザー） 日本電子 JXA-8600 分析元素 Ｂ～ Ｕ５ ９２

偏光ゼーマン原子吸光分光光度計（日自振） 日立製作所 Z-8100 測定波長 190～900nm

微少・高温Ｘ線回折装置（日自振） 理学電機 RINT-1500V Ｘ線発生出力 ～18ｋＷ

日本 150CV 測定温度 ～150℃ゲルパーミエーションクロマトグラフ（日自振） ミリポア

混練性測定装置（日自振） ブラベンダー PL2000-6 動力 6.5ｋＷ（8.8馬力）型

動的粘弾性測定装置 オリエンテック DDV-25FP 引張・曲げ・せん断・圧縮

多元イオンスパッタリング装置（日自振） 日本真空技術 SH-250H-T04 ３元同時、800℃

ＮＭＲ装置（日自振） 日本電子 JNM-LA300 分解能 ≦0.2Ｈｚ (1Ｈ)

ガスクロマトグラフ質量分析計 島津製作所 QP-5000 測定質量範囲 10～700型

原子間力顕微鏡 セイコー電子工業 SPI3700 垂直 5μm、面内 100μm

ＥＳＲ装置 ブルカー EMX10/12 磁場 -1.48～1.48Ｔ型
２射出成形機 住友重機械工業 SG-75-S-M4 2,220kgf/cm

酸素イオン輸率測定装置 理学電機 10N･ETA-8440 室温～1,000℃

走査型レーザー顕微鏡 レーザーテック 1LM21W 解像度 0.25μm、倍率 160～

9,000倍

三軸織機 豊和工業 TWM-32C 32ゲージ、働き幅116cm

走査型電子顕微鏡 日本電子 ＪＳＭ-5400 倍率 35～200,000倍

ＫＥＳ風合い測定システム カトーテック KES-G5 圧縮試験機

KES-G2 二軸引張試験機

KES-FB2 純曲げ試験機

KES-F8-AP1 通気性試験機

マルチフィラメント紡糸装置 中部化学機械製作所 ﾎﾟﾘﾏｰﾒｲﾄV 紡糸可能ﾃﾞﾆｰﾙ 2～30ﾃﾞﾆｰﾙ型

前紡試験機 インテック TSM-IT 切断、開繊、混紡、カード機能

メルトブロー不織布加工機 新和工業 最細加工繊維径 2μm

自記色彩測定装置 日立製作所 307 380～780nm型

Ｘ線光電子分光分析装置（日自振） アルバック・ファイ ESCA5400 測定元素 Ｈｅ～ Ｕ２ ９２

熱分析装置 ティー・エイ・インス DSC Q-100 測定温度範囲：-90℃～725℃

ツルメント SDT Q-600 測定温度範囲：室温～1500℃

TMA Q-400 測定温度範囲：室温～1000℃

○美濃分室

名 称 製 造 所 名 型 式 性 能・規 格 等

コンビネーションテストマシン 鈴木製機所 ﾔﾝｷｰ 抄幅 350mm式

分試験用コルゲータ 丹羽鉄工所 OO-2967 加工速度 0～100m/

水分紙厚測定機 ブラン・ルーベ Infra Alyzer 600 抄紙機試作紙の検査

地合測定機 三菱ﾚｲﾖﾝ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ LSC-100 抄紙機試作紙の検査

ディスクリファイナー 熊谷理機工業 KRK 最高 3,000rpm型

抄紙機総合管理システム 王子工営 YOKOGAWA 連続抄紙機総合管理
ー１赤外分光光度計 島津製作所 FTIR-8200PC 7,800～350cm

パルプ繊維長分析装置 OpTest Equipment Inc LDA96 70 m～10mmμ

白色度計 東京電色 ERP-WXⅡ 白色度、不透明度、蛍光強度
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○関分室

名 称 製 造 所 名 型 式 性 能・規 格 等

万能試験機 島津製作所 UEH-50 最大秤量 500KN

万能材料試験機 島津製作所 AG-10TD 最大秤量 100KN

万能材料試験機 東京衡機製造所 RU500H-TK18A 最大秤量 500KN

炭素硫黄分析装置 堀場製作所 EMIA-500 Cu 0～5Wt%、S 0～1Wt%

ＩＣＰ発光分光分析装置 PREKIN ELMER Optima3300DV 波長範囲160～790nm,SCD検出器

走査型電子顕微鏡 日本電子 JSM-6300 倍率 10～300,000倍

ＳＥＭ用画像解析ｼｽﾃﾑ 日本電子 JED-2140 エネルギー分散型

定量分析装置（日自振） 日本電子 super mini cup 加速電圧２０ｋeV

自動Ｘ線回折装置 リガク RINT2100 最大出力２ｋｗ

工業用Ｘ線テレビシステム（日自振） 日立メディコ MBR-151-N-XVTv4 資料室 300 300 H200mm× ×

表面構造解析顕微鏡 Ｚygo Ｃorp. New View200CHR 最大測定垂直段差 5mm

レーザ精密測定システム ＹＨＰ 5528A 分解能 0.01 mμ

三次元表面粗さ測機定（日自振） テーラーホブソン ﾎｰﾑﾀﾘｻｰﾌｼﾘｰｽﾞS4 測定レンジ 1,000 mμ

三次元測定機 ミツトヨ HYPER･KN810 測定範囲 650 1,000 600mm× ×

摩擦摩耗試験機 ＪＴトーシ FPD-1000/3000 10～1,000N負荷

粘弾性測定システム（日自振） ﾚｵﾒﾄﾘｯｸ･ｻｲｴﾝﾃｨﾌｨｯｸ ARES-2KSTD-FCO ﾄﾙｸ測定範囲 0.2～2000g･cm

10～3,000rpm回転速度

電圧± 電流± 測定項目 自然電位測定 等腐食特性測定装置（日自振） 北斗電工㈱ HZ-3000 10V, 10mA, :

ｶﾞｽ腐食試験装置（日自振） ㈱山崎精機研究所 GH-180 温度25～50 ,湿度60～95%,℃

使用ｶﾞｽSO ,H S,NO ,容量150㍑２ ２ ２

超微粉粉砕機（日自振） セイシン企業 STJ-100 最小粉砕粒度 D =0.8 m５０ μ

ダイナミックイオンミキシング装置（日自振） 日新電機 IVD40/30･1/100 ﾋﾞｰﾑ 100mm､ 0.5～40KV径 加速電圧

高周波スパッタリング装置（日自振） 日本電子 JEC-SP360S 基板サイズ 3ｲﾝﾁ

減圧プラズマ溶射装置（日自振） 第一メテコ 9MS 最大出力 80Kw、

押出成形機（日自振） ＹＫＫ C10050-M 押出能力 200ton
２熱間等方圧加圧装置 神戸製鋼所 最高圧力 2,000Kg/cmDocter-HIP

最高温度 2,000ﾟC

放電焼結装置（日自振） 住友石炭製造 SPS-1050 最高温度 1,700ﾟC､加圧力 10t

脱脂焼成炉 島津製作所 VHLgr/20/20 10 Torr、2,000ﾟCー５

光造形システム ３Ｄ Systems SLA5000 最大造形サイズ 500 500 500mm× ×

ワイヤーカット放電加工機 ファナック αー０Ｃ 最大加工物寸法 650 420 170mm× ×

超高速切削加工機械 森精機 MV400 最高回転数 70,000rpm

マシニングセンター 池貝鉄工 TV4 加工範囲 560 410 400mm× ×

グローブボックス（日自振） 高杉製作所 G-80-MV-AV 本体寸法：800×600×650mm

ボールミル（日自振） 伊藤製作所 LA-PO.1 遊星型,回転数：60～450rpm

小型圧延機（日自振） ㈱大東製作所 DBR150型 幅150,板厚15～0.2mm、加熱ﾛｰﾙ

高温塑性加工試験機（日自振） ㈱アミノ UTM-BⅡﾀｲﾌﾟ ﾃｰﾌﾞﾙ500×400mm,ﾊﾟﾝﾁ力80ton

ｽﾄﾛｰｸ350mm,速度0～3mm/sec

ｸﾞﾛｰ放電発光分光分析装置（日自振） ㈱堀場製作所 JY-5000RFG 高周波ﾀｲﾌﾟ,45ch,ﾓﾉｸﾛﾒｰﾀ装備

高温弾性率等同時測定装置（日自振） 日本テクノプラス㈱ EG-HT 測定方法：固有振動法

自動摩擦溶接機（日自振） ㈱日立設備ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ SHH204-718～719 垂直推力30kN,ﾃｰﾌﾞﾙ600×400mm

高速精密切断機（日自振） 平和テクニカ㈱ HS-45AⅡ型 切込み送り自動・手動

試料埋込プレス機（日自振） 丸本ストルアス㈱ ラボプレス－１型 径φ25,40mm、冷却可能

赤外線ランプ加熱装置（日自振） アルバック理工㈱ QHC-P610 均熱加熱部寸法φ40mm×L80mm

○食品加工ハイテクセンター

名 称 製 造 所 名 型 式 性 能・規 格 等

アミノ酸分析装置 日本電子データム JLC500/V ニンヒドリン発色法

プロテインシーケンサー パーキン・エルマー 476A アルゴン圧送液

有機酸分析装置 昭和電工 OA ポストラベル法

糖鎖分析装置 日本分光 蛍光検出、示差屈折計検出

ゲル物質物性測定装置 タバイエスペック PR-3ST 粘弾性、粘度、ゲル強度
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２．研究開発業務

○研究開発部・技術支援部

課 題 名 知的縫製ロボット（縫製条件自動設定ミシン）の開発研究

研 究 期 間 平成１６年度

研 究 者 名 ○山下典男、遠藤善道、奥村和之、西村太志
共同研究機関 名城大学理工学部、（株）シンガポールセンター、（株）ハシマ、

ブラザー工業（株）

１．研究の背景及びねらい
中国等海外製品との競合、生産基地の海外移転による産地の空洞化など繊維産業をとりまく状況は厳しい。

繊維産業のグローバル化が進展する中で、海外製品と共存しながら、国内繊維産業が健全な形で発展するため
には、従来の大量生産型のシステムから脱却し、国内型の新しい生産システムが必要となる。製品研ではその
核となる技術として、多様な素材に対する国内縫製ノウハウをデジタル化する知的縫製システムを開発した。
そこで「知的縫製システム」の実用化を図るため、データベースの充実とともに、知的縫製システムでデジタ
ル化したアパレル生産情報をＩＣカード等で入力し、張力等を自動的に調整できるミシン（知的縫製ロボッ
ト）を開発する。

２．研究の概要
既に平成13年度補正地域コンソーシアム研究開発事業「サンプル・超小ロット対応知的縫製システムの開発

研究」において開発したアパレル生産情報のデジタル化を目的とした知的縫製システムの実用化を更に推進す
るため、周辺技術の開発とともに、大学、アパレル機器メーカー、アパレル縫製企業の協力を得て、布の物性
に応じた最適縫製条件データベースの拡充及び、縫製条件のうち、品質に大きな影響を及ぼす上糸張力を中心
に自動設定できるミシンを開発する。

３．研究の成果又は結果
１）知的縫製システムのデータをもとに、上糸張力、下糸張力、押え金圧力、送り量等の縫製条件を制御でき
るミシンを開発した。

２）布の物性に応じた最適縫製条件のデータを５０種類拡充した。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）縫製条件のデジタル化技術
２）張力制御技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会（H17.4）
繊維学会秋季大会等

・国際アパレルマシンショー（ＪＩＡＭ）出展（H17.5）
②学会誌等投稿

２）技術移転
①工業所有権等の出願 １件予定
②技術移転の実績
・技術相談 ２件
・指導事業 ０件
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課 題 名 差別化繊維製品に関する研究

研 究 期 間 平成１６年度

研 究 者 名 ○遠藤義道、奥村和之、山内寿美、林 浩司
外部指導者 （財）日本繊維製品品質技術ｾﾝﾀｰ アドバイザー 岡野志郎

１．研究の背景及びねらい
○繊維産業をとりまく状況が厳しい中、繊維産業の生き残りを図るためには、多種多様な消費者ニーズ、市場
の活発な動向に注意を払い、従来製品と差別化した製品を提案することが重要である。
現在注目されている、あるいは今後注目されるであろう新素材・技術・デザインを活用した繊維製品につい

て、試作加工、評価等を行い基礎的なデータを蓄積し、業界に提示する事を目的に研究を行った。
具体的には下記４テーマについて検討を行った。

(1)３次元測定器の開発
(2)リアルタイムニット染色技術の開発
(3)人と環境にやさしい衣服の開発
(4)ポリ乳酸繊維の分散染料による染色挙動の調査と色見本の作成

２．研究の概要
１）液晶プロジェクタ、USB カメラ、PC を利用し、現在市販されている３次元測定器よりも格段に安価に制
作できる計測器を開発した。

２）横編機と連動して原糸をインクジェット染色するニットの柄出しシステムの一部を改良し、綿混紡糸と反
応染料インクを用いた平編みニット生地の柄出しを行った。

３）衣服のカタチに人体を合わせるのではなく、衣服がその人の体型に合わせるような従来の形にこだわらな
い人にやさしい衣服を考案し、天然素材・天然由来の生地に農作物の廃棄される部分を用いて草木染めをす
るとともに、四角い生地そのままを構成し、ハギレが出ない環境にやさしい服作りを行った。

４）ポリ乳酸繊維の分散染料による染色を行い最適な染色条件を調査した。アゾ系、アントラキノン系等構造
の異なる染料について、染料吸尽率、K/Sを調査し、色見本の作成を行った。

３．研究の成果又は結果
１）空間コード化法と位相シフト法の長所を組み合わせた、改良・空間コード化法を開発した。この方法を用
いることで、人体計測を簡単に行うことができるようになった。

２）反応染料と綿混紡糸を用いた平編み地の柄出しにおいて、積極給糸ローラ及び乾燥ヒータの構造とインク
ジェット染色制御を改良した結果、給糸ローラによる原糸の汚染、糸の膨潤による柄ズレを抑制することが
可能で、精度のよい柄出しが行えるようになった。

３）農作物の廃棄する部分（柿の皮、ピーナッツの薄皮など）を使って草木染めした生地を用い、パターン構
成ではなく、生地に伸縮性を持たせる後加工を施して、さまざまな体型の人にフィットするような衣服を、
２体試作した。

４）ポリ乳酸繊維の染色性について最適な染色条件を把握し、構造の異なる３１染料について、染料吸尽率、
K/Sを調査した。染料をカラーイールドの高低によって３種類に分類し、染料吸尽率の良い３原色染料を
セレクトした。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）光計測技術
２）横編機（その他繊維機械）と連動する原糸の染色制御システム
３）草木染め手法による衣服の企画
４）人にやさしい衣服開発手法
５）ポリ乳酸繊維の染色

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法

①研究発表（口頭発表）
・研究成果発表会（H17.4） ４件 (1)-(4)
・繊維機械学会年次大会（H17.5） １件 (2)
・繊維学会年次大会(H17.6) ２件 (1),(4)
・デザイナー交流会岐阜展示会出展（アクティブＧ）（H17.1) １件 (3)
・オリベ展示会出展（アクティブＧ）（H17.3-5) １件 (3)
・全国繊維技術交流プラザ（展示予定）(H17.10) １件 (3)
②学会誌等投稿

２）技術移転
①工業所有権等の出願 １件（H16.12）(2)
②技術移転の実績
・技術相談 ３件
・指導事業 ０件
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課 題 名 新素材利用に関する加工技術研究

研 究 期 間 平成１６年度～平成２０年度（初年度目）

研 究 者 名 ○道家康雄、西垣康広、林浩司

１．研究の背景及びねらい
近年、市販され製品への利用が進められているプラスチック材料について、製品化や成形加工に参考となる

基礎物性データを測定する。また、フィラー添加による物性の変化を検討する。。

２．研究の概要
１）検討した樹脂：生分解性樹脂（射出成形グレード）
２）測定した物性： 強度、衝撃強さ、溶融特性、熱変形温度、熱特性

３．研究の成果又は結果
１）使用した生分解性樹脂：LACEA、テラマック、バイオマックス
２）強度（引張、曲げ）、衝撃強さ（アイゾット）、溶融特性（ＭＦＲ、溶融粘弾性）、熱変形温度、

熱特性（ＤＳＣ）を測定した。
３）熱変形温度はアニーリングによって向上した。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）各測定データ・条件の公表

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会（H17予定）

②学会誌等投稿

２）技術移転
①工業所有権等の出願

②技術移転の実績
・技術相談 6件
・指導事業
・受託研究 1件
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課 題 名 機能性プラスチック材料の開発研究

研 究 期 間 平成１６年度～平成１８年度（初年度目）

研 究 者 名 ○藤吉加一、道家康雄
外部指導者 Ｋ．Ｃ．リサーチ 代表 中條 澄

１．研究の背景及びねらい
プラスチック材料の開発方法の一つとして、近年、材料開発への利用が注目されているマイクロ波加熱の活

用を試みる。また、機能性プラスチック材料として無機素材との複合材料、特に、ナノコンポジット材料の開
発を目指す。更に、複合材料開発におけるマイクロ波加熱の利用技術を検討する。

２．研究の概要
１）プラスチック材料開発への、マイクロ波加熱の利用
２）縮合エチレングリコール及びアミノアルコールのベーマイトのインターカレート

３．研究の成果又は結果
１）粉末原料（有機物）のマイクロ波加熱において、速やかに温度上昇した。
２）検討した有機／無機混合系でのマイクロ波加熱では、加熱促進効果があった。
３）トリエチレングリコール及びジエタノールアミンがインターカレーションすることが判明し、ナノコンポ
ジットへの応用が期待できる。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）有機合成へのマイクロ波加熱の利用及び添加物の効果に関する技術
２）ベーマイトのインターカレート技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会（H17.4予定）
・繊維学会年次大会（H17.6予定）

②学会誌等投稿

２）技術移転
①工業所有権等の出願

②技術移転の実績
・技術相談 10件
・指導事業 2件
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課 題 名 石灰系多機能化複合材料の開発研究

研 究 期 間 平成１４年度～平成１６年度（最終年度）

研 究 者 名 ○西垣康広

外 部指導者 名古屋大学 エコトピア科学研究機構 教授 鈴木憲司
産業技術総合研究所中部センター 所長代理 亀山哲也

１．研究の背景及びねらい
石灰の需要拡大に資するため、石灰そのもののキャラクタリゼーションを行うことにより石灰の基礎的な機

能をもう一度見直す。これを基に他材料との複合化、表面処理、炭酸化処理等を行うことにより、種々のガス
との反応性について検討する。更に強度性能等についても検討することにより、種々の機能を付与した新規な
材料を開発する。

２．研究の概要
１）石灰のキャラクタリゼーション（吸放湿機能、曲げ強度、細孔径分布、全細孔容積、比表面積等の評価）
２）石灰成形体の表面状態と吸着能力に関する技術開発
３）メカノケミカル処理による石灰と他材料との複合化に関する技術開発
４）脆性破壊を抑制する石灰を基にした薄板に関する技術開発

３．研究の成果又は結果
１）石灰表面が親水性であると水蒸気とホルムアルデヒドの吸着量が多いことがわかった。
２）アミノ酸処理した石灰の吸放湿機能とガス吸着機能を向上させることができた。
３）石灰を基にした成形体を乾燥させて炭酸化処理することにより、脆性破壊を抑制した薄板ができた。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）石灰の表面処理に関する技術
２）石灰の表面状態とガスの吸着性能に関する技術
３）石灰の炭酸化による強度機能制御に関する技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・APCSEET2003（H15.5）
・岐阜県石灰応用技術研究会（H15.6)
・岐阜県石灰応用技術研究会（H16.6）
・日本建築学会大会（H15.9）
・日本建築学会大会（H16.8）
・平成16年度試験研究機関成果発表会（H17.2）
・製品技術研究所研究成果発表会（H17.4予定）
・岐阜県石灰応用技術研究会（H17.6予定）
・ISETS05（国際シンポジウム）（H17.8予定）
・日本建築学会大会（H17.9予定）

②学会誌等投稿
・C+CA(H16.5)
・日本建築学会構造系論文集(H17.2)
・無機マテリアル（H17予定）

２）技術移転
①工業所有権等の出願
②技術移転の実績
・技術相談 3件
・指導事業 2件
・受託研究
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○美濃分室

課 題 名 繊維素材のスパイラル捲縮技術の開発

研 究 期 間 平成１５年度～１６年度（２年度）

研 究 者 名 ○佐藤幸泰、立川英治

外部指導者（客員研究員） 岐阜大学応用生物科学部 教授 棚橋光彦

１．研究の背景及びねらい
紙シートの付加価値向上、機能を付与した新製品開発として構成する繊維素材から開発を行う。
従来、繊維の捲縮はサインカーブ型で２次元型であるが、３次元の形状であるコイルバネ型（スパイラル捲

縮）にすることにより、しなやかさ、柔軟性、弾力性、通気性に優れたシート素材となるよう繊維加工技術、
シート作成技術を確立する。

２．研究の概要
１）スパイラル捲縮繊維の撚糸からの効率的な試作試験
２）スパイラル繊維の前処理、紙料化試験
３）シート化試験、後処理加工および評価試験

３．研究の成果又は結果
１）スパイラル捲縮繊維の作成手法を確立できた。

２）紙料の作成用に適正な繊維長は２mmであり、分散には十分な撹拌が必要である。

３）スパイラル捲縮繊維を抄紙法によりソフトでしなやかなシートが作成できた。

４）作成したシートはストレート繊維に比べて３倍、後処理をすると７倍伸びた。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）スパイラル捲縮繊維の撚糸技術、作成技術
２）スパイラル繊維の紙料化及びシート化技術
３）シートの後処理加工技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会（H16.4.20） ・所研究成果発表会（H17.4予定）
・繊維学会秋季研究発表会（H16.9.30） ・繊維学会年次大会研究発表会（H17.6予定）

②学会誌等投稿

２）技術移転
①工業所有権等の出願

②技術移転の実績
・技術相談 ４件
・指導事業
・受託研究
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課 題 名 繊維強化金属（FRM）用プリフォームの開発

研 究 期 間 平成１６～１７年度

研 究 者 名 ○小川俊彦、高田 誠、柴田英明、佐藤幸泰、松原弘一、立川英治、神山真一
西川秀輝（（株）ナベヤ）、浅井孝一、谷川昌司（以上中日本ダイカスト工業

（株））、野倉英樹（（株）GEテクノ）

１．研究の背景及びねらい
FRMは金属中に無機繊維を分散させた複合材料で、摩擦特性、耐熱性、硬さ等の向上や軽量化等多くの長所が
認められており、乗用車エンジンの部品として一部使用されているが、一般的な機械部品としての用途はほと
んどない。本研究では無機繊維成形体（プリフォーム）の成形法について検討し、溶湯鍛造に用いることので
きるプリフォームの開発を行う。

２．研究の概要
１）アルミナ繊維を用いたプリフォームの成形法の検討
２）焼成温度、添加剤の検討
３）プリフォーム及びFRMの物性評価

３．研究の成果又は結果
１）アルミナ繊維の中で、繊維長の長いものは作業性が悪く、他の種類のものよりも体積占有率（Vf）が低か

った。
２）プリフォームの曲げ強さはアルミナゾル添加量が多いほど強度は増大した。円筒プリフォームは圧縮の様

子からプリフォームが均一でないことが推測された。
３）アルミニウム合金 との複合化により作製したFRMは よりも弾性率が高かった。ADC12 ADC12

４．技術移転可能な要素技術
１）プリフォームに使用するアルミナ繊維の前処理
２）プリフォームの作製法（成形、焼成）
３）軽金属との複合化

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会（H17.4予定）

②学会誌等投稿

２）技術移転
①工業所有権等の出願

②技術移転の実績
・技術相談 １２件
・指導事業
・受託研究
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課 題 名 抄紙技術を活用した生分解性複合材料に関する研究

研 究 期 間 平成１６年度

研 究 者 名 ○松原弘一、高田 誠

外部指導者（客員研究員） ＳＣＩ－ＴＥＸ 代表 松尾達樹

１．研究の背景及びねらい
従来、製造・使用されているGFRP、CFRP等の複合材料は、軽量で比強度、比弾性率が高い等の利点を持って

いるが、生分解性ではない。完全生分解性材料からなる複合材料の開発例は少ないため、従来の製造技術を踏
襲して安価に生分解性複合材料を開発することができれば、今までにない用途展開が可能と考えられる。
今年度は作製が容易である、小ロット対応が可能である、２次元ランダム構造である、フレキシブル加工に

対応できるという紙の利点に着目して、抄紙法によりマニラ麻とPLA繊維の配合紙から紙型生分解性複合材料
の作成を目指し、その成形加工について検討した。

２．研究の概要
１）マニラ麻／ポリ乳酸混抄紙複合材料の成形加工と物性評価
２）ラミー／生分解樹脂繊維混繊糸複合材料の成形加工と物性評価
３）ラミー／生分解樹脂繊維混繊糸複合材料の耐熱性評価

３．研究の成果又は結果
１）マニラ麻／ポリ乳酸混抄紙複合材料は引張強さ80MPaを示した。
２）ラミー／ポリ乳酸混繊糸複合材料は一軸配向材料において引張強さ200MPa以上、曲げ強さ300MPa以上を示

した。
３）ラミー／ポリ乳酸混繊糸、ラミー／ポリブチレンサクシネート混繊糸複合材料の荷重たわみ温度はマトリ

ックス樹脂の融点と同等となり、十分な耐熱性を示した。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）混抄紙を用いた生分解性複合材料の成形加工技術
２）無撚り混繊糸を用いた生分解性複合材料の成形加工技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会（H17.4予定）

②学会誌等投稿

２）技術移転

①工業所有権等の出願

②技術移転の実績

・技術相談 １６件

・指導事業

・受託研究
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課 題 名 表面改質技術による撥水紙の開発研究

研 究 期 間 平成１５年度～１６年度（２年度目）

研 究 者 名 ○神山真一、高田誠

外部指導者 岐阜大学工学部 教授 村知之糸戸

１．研究の背景及びねらい
環境問題に対する関心が高まる中で、リサイクル性の優れた紙製品の設計や製紙用加工薬剤が必要とされて

いる。また、高付加価値化された紙製品が必要とされている。
昨年度までに、紙表面を水滴が転がり落ちる撥水紙を開発した。そこで、今回は撥水機能だけでなく同時に

難燃性の機能を有する撥水難燃紙の作製技術に関する研究を行う。

２．研究の概要
１）水不溶性の難燃化剤を製紙スラリー中で、合成した撥水剤を用いて内部添加させる。
２）水溶性の難燃化剤と合成した撥水剤等を配合した加工液に、コート紙や障子紙を含浸する。
３）乳化重合でリン系メタクリレート化合物（難燃性モノマー）を配合した撥水難燃剤を合成する。

３．研究の成果又は結果
１）難燃化剤として平均粒径が1.8μmのAl(OH) をパルプの倍量添加した時に、撥水性がR10（紙および板紙3

の撥水性試験）難燃性が区分3（JIS L1091 繊維製品の難燃性試験 ﾐｸﾛﾊﾞｰﾅｰ法）の撥水難燃紙が出来た。

２）硼酸・硼砂混合液と撥水剤をブレンドした加工液に含浸した結果、難燃性が区分2の難燃紙が作製出来
た。ただし、撥水性は加工直後にR10であったが、時間の経過で撥水性が無くなった。

３）リン系モノマーの配合量は、PFOMと同重量でしか重合は出来ず、2倍量、3倍量は乳化重合が出来なかっ
た。同重量を用いて出来た改質剤からは、撥水難燃紙を作る事が出来なかった。

４．技術移転可能な要素技術
１）製紙工程における内添手法による撥水難燃紙の作製技術

２）含浸（硼酸・硼砂と撥水の混合液）による後加工での難燃紙の作製技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会（H16.4、H17.4予定）
・繊維学会秋季研究発表会(H16.9.30)
・繊維学会年次大会(H17.6予定)

②学会誌等投稿

２）技術移転
①工業所有権等の出願

②技術移転の実績
・技術相談 ４件
・指導事業
・受託研究 １件 （薄葉紙の機能化：撥水＋αの機能化加工）
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○関分室

日本自転車振興会補助事業

（成形プロセス研究）課 題 名 プロセス制御によるマグネシウム合金の成形加工技術の研究
（塑性加工法を利用した軽金属材料の成形性の向上と製品化に関する研究）

研 究 期 間 平成１６年度～平成１７年度（初年度）

研 究 者 名 ○佐藤丈士

１．研究の背景及びねらい
マグネシウムは実用金属中で最も軽くリサイクル性にも優れている。マグネシウム合金の塑性加工は523K以

下では困難で、その成形には主に射出成形法が用いられている。しかし、マグネシウム合金の利用をより一層
拡げるにはプレス成形法の適用を検討する必要がある。ここでは新しいマグネシウム合金である MgSiXを取り
上げ、塑性加工法により成品化することを目ざた成形プロセスの開発を念頭に、①プロセス創出によるプレス
加工の易成形技術の確立、②熱処理等による素材処理によるプレス加工の成形性向上技術の確立を目指した研
究を行った。

２．研究の概要
以下の手法により、MgSiXのプレス成形プロセスの確立を行う。

１）プロセス創出によるプレス加工の易成形技術の確立
２）熱処理等による素材処理によるプレス加工の低温化技術の確立

３．研究の成果又は結果
研究の結果、次のようなことがわかった。

１）市販のAZ31のO材と同程度の機械的特性がある材料なら、ＵＯ曲げにより室温でパイプへ成形することが
可能である。ただし、板厚に依存し1.25mmでは成形ができない。

２）繰返塑性変形により硬さが上昇する。その熱処理では、硬さを低下させつつ繰返塑性変形で生じた他の金
属学的特性は維持するような熱処理条件を探求した。そのためにはできるだけ低温で熱処理を行う必要が
あるが、543K、30分の条件で材料の変形抵抗は初期状態にまで回復する。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）マグネシウム合金の曲げ成形に関すること。
２）マグネシウム合金の熱処理に関すること。

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）

・所研究成果発表会(H17.4予定)

②学会誌等投稿
なし

２）技術移転
①工業所有権等の出願

なし
②技術移転の実績
・技術相談 ６件 （マグネシウム合金の圧延加工に関すること、熱処理に関すること。等）
・指導事業 ０件
・受託研究 ０件
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課 題 名 プロセス制御によるマグネシウム合金の成形加工技術の研究
(塑性加工法を利用した軽金属材料の成形性の向上と製品化に関する研究)

研 究 期 間 平成１６年度～平成１７年度（初年度）

研 究 者 名 ○鎌倉光利、佐藤丈士、柴田英明

１．研究の背景及びねらい
合金は実用金属材料中最も比重が小さいため、環境保全やリサイクル性等の地球規模における問題を考Mg

慮した軽量構造材料として利用拡大への期待が高まっている。しかし、まだ依然として既存の 合金の構造Mg
材料への使用はきわめて限定されている。 合金を広範囲に利用拡大するには、機械的特性向上を図る材料Mg
開発、成形手法への取り組み、及び力学的特性に関するデータの蓄積が必要となる。そのため、 合金の機Mg
械的特性改善として粉末を原料とした押出成形プロセスについて検討する。

２．研究の概要
混合粉末に機械的特性の優れた 粉末を添加した複合材料を熱間押出成形により作製した。１）Mg-Zr Mg Si2

２）熱間押出成形体における 粉末の添加効果の検討として、 粉末の形状・寸法やその添加量及びMg Si Mg Si2 2

熱間押出成形温度による影響に関する熱間押出成形体の組織や機械的諸特性を評価した。

３．研究の成果又は結果
１）調整粉末において、マトリックス粉末への数種類のMg Si粉末及びZr粉末の分散状態は比較的均一であっ2

た。
２）ビレット材を熱間押出成形することにより、押出成形体の組織は微細化した。
３） 混合粉末へ形状や寸法の異なる数種類の 粉末を添加した押出成形体の曲げ強さの改善は、本Mg-Zr Mg Si2

研究において確認できなかった。
４） 粉末を添加した押出成形体の曲げ強さは若干ではあるが、アトマイズ粉末よりも粉砕粉末5mass%Mg Si2

の場合に高い傾向を示した。
５） 混合粉末へ形状や寸法の異なる数種類の 粉末を添加した押出成形体の曲げ強さは、既存のMg-Zr Mg Si2

Mg AZ91 AM60 AZ31 MC合金である 鋳造材、 鋳造材、 圧延材よりも低い値を示したが、制振合金とされる
鋳造材や 鋳造材よりは高い値を示した。M K1A

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）マグネシウム合金の粉末取り扱い及び調整方法に関すること
２）マグネシウム合金粉末の固化及び押出成形に関すること

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）

(H17.4 )所研究成果発表会 予定
M&M2004 (H16.7.21 2004 (H16.9.6)材料力学カンファレンス ）、 日本機械学会 年度年次大会

②学会誌等投稿
(Vol.51 No.5 2004)粉体および粉末冶金 ， ，

International Journal of Fatigue(Vol.26 No.11 2004)， ，
(Vol.53 No.12 2004)材料 ， ，

(Vol.54 No.3 2005)材料 ， ，
( 52 6 )粉体および粉末冶金 第 巻 号

２）技術移転
①工業所有権等の出願
②技術移転の実績
・技術相談：8件：マグネシウム合金の押出成形及び鍛造成形に関すること

マグネシウム合金の熱処理及び取り扱に関すること
・指導事業
・受託研究
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課 題 名 クリーンな接合技術の開発と応用研究（高温拡散接合）

研 究 期 間 平成１５年度～平成１７年度（２年度）

研 究 者 名 ○柴田英明、戸崎康成、加賀忠士
共同研究機関：大阪大学接合科学研究所

１．研究の背景及びねらい
ものづくり技術の中で接合技術は極めて重要な技術である。ここでは金属のすぐれた物性面とセラミック

スの耐熱性、高硬度、様々な機能特性などのすぐれた諸特性を補うような金属とセラミックスの接合を重要
課題としている。金属とセラミックスの接合が可能となれば、金属製品や機械部品などのものづくりの変革
となり、新しい製品にもつながる。

２．研究の概要
Ti-TiB2およびTi-TiNの傾斜機能による接合(複合材料)の開発
１）真空および放電焼結による傾斜材料の焼結
２）TiB2/Ti系およびTiB2/Ti-B/Ti系(燃焼合成)の粉末冶金による傾斜材料の開発
３）Ti/TiN系の粉末冶金による傾斜材料の開発
４）傾斜材料の評価

３．研究の成果又は結果
１）放電焼結は黒鉛型成形であるため加圧できるので、TiB2,TiNｾﾗﾐｯｸｽ部およびそれらの傾斜部の焼結性は
真空焼結に較べて良好であるが、前年度のTiCほどではなく、またクラックの発生も生じやすく、この組
合せの傾斜材の創製は未完成の部分が残ったが、傾斜材複合材を創製することができた。

２）一般的な真空焼結では、さらにｾﾗﾐｯｸｽ部の焼結が不十分であり、放電焼結と同様、課題を残した。
３）TiB2/Ti-B/Ti系の傾斜形成法では、傾斜部でTiB2の燃焼合成反応が生じ、TiB2+Ti混合のなだらかな傾
斜層が生成され、また、生成反応熱により傾斜部の硬さは高い結果が得られ、焼結が進んでいた。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）傾斜組成材料の作製技術
２）放電および真空による傾斜材料の焼結技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会(H17.4予定)

②学会誌等投稿
なし

２）技術移転
①工業所有権等の出願

なし
②技術移転の実績
・技術相談 ５件 ・超硬材料と鋼材の接合方法に関すること

・耐熱複合材料の作成方法に関すること
・燃焼合成反応に関すること

・指導事業 なし
・受託研究 なし
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課 題 名 クリーンな接合技術の開発と応用研究（表面活性化接合技術）

研 究 期 間 平成１５年度～平成１７年度（２年目）

研 究 者 名 ○加賀 忠士、柴田 英明
協力研究機関：東京大学先端科学技術研究所

１．研究の背景及びねらい
接合面の清浄化に低エネルギー表面活性化接合（以下、SAB)は、固相接合法の一つである。この方法は、

のアルゴンイオンビームまたは高速原子ビームの照射による物理的な手法を採用し、さらにその清浄面
の保持に超高真空または高真空といった雰囲気制御を用いることにより、接合しようとする二つの材料
の清浄面が活性化され、これら活性化表面を接触させるだけで常温下でも接合できる方法である。

一方、真空下における拡散接合法において、接合表面のクリーニング処理としてアルゴンイオン衝撃
処理が、接合体の引張強度の改善や、接合温度が低く抑えられるといった報告がなされている。

そこで、本研究では 法を用い、より簡便で安価な接合手法として、表面活性化処理後、大気中でSAB
の加熱を用いた接合方法（以下、表面活性化加熱接合）の検討を行った。

２．研究の概要
SUS304/SUS304、 C1020P/SUS304、C1020P/C1020Pの表面活性化加熱接合を行い、接合可能な条件の把握、お

よび接合界面の観察を行った。

３．研究の成果又は結果
１）接合可能な加熱温度、および各加熱温度による接合強度は、各種試料の組合せによって差違があった。
２）試料表面が粗い場合は、スパッタエッチング（本研究で用いた表面活性化処理）の有無による接合強度

の差違がみられなかった。
３）表面を研磨し、さらに、スパッタエッチングすることで加熱温度を低く抑えることができる。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
・接合材料の種類を選ばないことから、特殊環境下用途の接合技術
・高精度位置制御が要求される接合技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・岐阜県工業会（H15.5.21）
・所研究成果発表会(16.4.22）
・所研究成果発表会(17.4予定）

②学会誌等投稿
なし

２）技術移転
①工業所有権等の出願

なし
②技術移転の実績
・技術相談 ６件（H15年度） ４件（H16年度） ・常温接合技術に関すること
・指導事業 なし
・受託研究 なし
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日本自転車振興会補助事業

課 題 名 クリーンな接合技術の開発と応用研究（摩擦利用接合）

研 究 期 間 平成１５年度～平成１７年度（２年度目）

研 究 者 名 ○戸崎康成
外部指導者 名古屋大学大学院工学研究科 教授 篠田 剛（客員研究員）

１．研究の背景及びねらい
摩擦撹拌接合は、摩擦熱によって材料を軟化させ、回転する工具によって撹拌し、材料を固相接合する技術

である。従来の溶融溶接に比べて利点が多く、広く応用範囲が広がりつつある。これまで発表されている実用
化では、船舶、車両、航空機など長尺物への適用が多いが、今後は自動車部品、電気部品など小さい物への適
用が予想され、スポット接合が広く普及すると考えられている。そこで、それらの分野への適用を目的とし、
アルミ合金板、銅板のＦＳＷによるスポット接合について実験を行った。
昨年に続いて摩擦撹拌接合（以下ＦＳＷ）によるアルミ合金板のスポット接合に関する実験を行った。アル

ミニウム合金A2000系とA5000系とを重ね合わせ、自動摩擦溶接機を使用してＦＳＷツール回転数、材料侵入後
のツール保持時間を変えてＦＳＷスポット接合を行った。各接合試料について剪断引張強度、十字引張強度を
調べ、接合断面を観察することによってスポット接合にＦＳＷを適用した場合の接合強さに及ぼす要因などが
明らかになった。

２．研究の概要
１）アルミ合金板A5052と同A2017を重ねたＦＳＷによるスポット接合条件と接合箇所における材料の撹拌
２）接合試料の十字引張強度試験による厚さ方向の接合強度評価
３）接合断面観察結果と十字引張強度、剪断引張強度相互の関係
４）１）～３）の結果をもとに、ツール形状を検討

３．研究の成果又は結果
１）接合条件と引張強度との関係の解明
２）十字引張強度と剪断引張強度との関係の解明

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）アルミ合金板のＦＳＷスポット接合評価
２）アルミ合金のＦＳＷ接合

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・接合研究会にて研究内容を紹介（H16.10.19、H16.12.21）
・所研究成果発表会（H17.4予定）

②学会誌等投稿
なし

２）技術移転
①工業所有権等の出願

なし
②技術移転の実績
・技術相談 ５件 ・アルミニウム合金の接合に関するること

・ＦＳＷスポット接合に関すること
・電気部品のＦＳＷ接合に関するすること

・指導事業 なし
・受託研究 なし
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課 題 名 マイクロ波を利用した粉末冶金技術の開発

研 究 期 間 平成１６年度

研 究 者 名 ○林 哲郎
共同研究機関：核融合科学研究所、セラミックス技術研究所

１．研究の背景及びねらい
マイクロ波によるセラミックスの焼結では、製造時間の大幅な短縮の効果があるが、金属の焼結については

未開拓の分野である。岐阜県には自動車部品加工、航空機部品加工に関連する産業が集積しており、県内の企
業も粉末冶金による部品製造に関心を寄せている。粉末冶金は難加工材の 加工、複合材料などの加ニアネットシェイプ
工に最適である。マイクロ波によって複合材料を作製するために金属及びその酸化物の加熱特性について検討
する。また、工業的に有用なチタン材料や鉄系材料の焼結技術を確立する。関分室では核融合研とマイクロ波
焼結技術に関する共同研究を行っている。

２．研究の概要
１）鉄系材料のマイクロ波焼結技術の確立と評価
２）チタン材料のマイクロ波焼成技術の確立と評価
３）複合材料のマイクロ波加熱特性の把握と焼結技術

３．研究の成果又は結果
１）チタン粉末の不活性ガス雰囲気下におけるマイクロ波焼結実験

結果：アルゴン雰囲気ではマイクロ波が放電しやすいため、アルゴンに数％の水素を混入して焼結を行い
高温で活性の高いチタン材料が作製できた。作製されたチタン素材は純チタン（１種）と同等の強
度である。

２）複合材料作製の予備段階としての金属とその酸化物のマイクロ波による加熱実験
Ni、Fe,V、W、Nb、Mo、Mn、Cu、Al、Si及びTiとその酸化物について２ｋWの出力で３０分間のマイ
クロ波加熱実験を行い、これらの金属と酸化物のマイクロ波吸収特性が４つのグループに分類でき
ることがわかった。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）非鉄材料のガス雰囲気下におけるマイクロ波焼結技術
２）各種材料の放電焼結、電気炉焼結、マイクロ波焼結
３）金属粉末と酸化物粉末のマイクロ波加熱特性

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・第３回マイクロ波効果・応用シンポジウム(H15.9.11)
・所研究成果発表会(H16.4予定)

②学会誌等投稿
・日本金属学会誌（vol.67, No.9, 2003)

２）技術移転
①工業所有権等の出願

なし
②技術移転の実績
・技術相談 ４件 ・鉄系材料とマイクロ波焼成雰囲気に関すること

・Ti、CuとAlについてのマイクロ波による挙動に関すること
・指導事業 なし
・受託研究 なし
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課 題 名 切れ味の耐久性を高める２次刃の加工技術研究所

研 究 期 間 平成１４年度～平成１６年度（３年度目）

研 究 者 名 ○竹腰久仁雄 大畑 勉

１．研究の背景及びねらい
刃物製造においては刃付け行程は経験と勘に頼っている部分が多いので、切れ味とその耐久性について定性

的にも定量的にも十分解明されていない。しかし、消費者ニーズの高まりから一般消費者や問屋・百貨店など
からの問い合わせが多くなっており、包丁メーカなどは対応を迫られる状況となっている。
また、給食センターやスーパなどの食品加工やカット野菜製造現場においては、社内での再刃付け技術が確立
されておらず、再刃付け後の切れ味がバラツクなどの問題があり、工程管理上簡易な再刃付け技術の確立が求
められている。そこで、刃先の構造と切れ味の研究を行った。

２．研究の概要
１）一般的な刃物材料を中心に、切れ味と耐久性を示すマップを作成した。
２）刃先先端のつぶれを考慮した５つの刃先先端劣化モデルを提案した。

３．研究の成果又は結果
１）一般的な刃物材料を中心にして、刃物の切れ味とその耐久性が一覧できる「切れ味と耐久性マップ」を作

成した。
２） 超鋼合金の全切れ味性能ＴＮＰが約300万枚、使用感尺度ACPは約40枚が切れ味と耐久性マップにおいて、

それぞれの上限である。
３）ほとんどの刃物材料の刃先で、つぶれ現象が見られた。またこのつぶれを考慮した５つの刃先先端の摩滅

劣化モデルを提案した。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）刃物材料の切れ味と耐久性の関係について
２）刃先先端の摩滅劣化モデル

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・CMMJAPAN&JSP2001フォーラム(H13.4.13)
・所研究成果発表会(H14.4.17、H15.4.18、H16.4予定)
・塑性加工学会春季講演会(H14,5,25)
・特許流通フェア(H14,10,15～18）
・7th International Conference on Technology of Plasticity(H14,10,30)
・産学官研究協力シンポジウム(H14,11,19)
・第５４回塑性加工連合講演会(H15,11,8)
・岐阜テクノフェア(H15,9,11)
・技術情報協会(H16,6,18)
・球相材料研究会(H17,2,12)

②学会誌等投稿
・Convertech Pacific 4 (H14,4)、Convertech Pacific 7 (H14,7)、仕上げ機械と周辺技術（H15,5）
・日本機械学会誌（2編,H15,3,H15,7）、日本精密機械学会（H16,10)、日本熱処理技術協会(H17,7予定)

２）技術移転
①工業所有権等の出願
・関連特許 ４件（昭和63年特許第011984号、昭和63年特許第011985号、平成８年特許第176868号、

平成10年特許第2763749号）
②技術移転の実績
・特許許諾 ３件（鋏の切れ味解析システム）
・技術相談 １５２件
・指導事業 刃物機能解析研究会：１回、緊急課題技術指導：１件、実地指導：３企業
・受託研究 ３件
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課 題 名 地場産業製品の品質管理に関する研究

研 究 期 間 平成１６年度

研 究 者 名 ○浅野良直、遠藤善道

１．研究の背景及びねらい
大量生産形態で発展してきた製造業は，中国や韓国等からの安価な輸入品が増えたことで大きな影響

を受けている．そのため，国内製造業は海外に製造拠点を移したり，多品種少量生産に生産形態を変化
させて生き残りを図っている．しかし，どのような生産形態においても製品の品質保証を行うことは重
要な課題である．刃物製造業においても製品の切れ味を保証する必要はあるが，切れ味は刃先角度等の
様々な要素が絡んでいるため，現状の測定装置では人手や時間を要するため抜き取り検査でしか対応で
きない．そこで，当所は平成7年度に非破壊式のセンサー型刃先角度測定装置を開発した．しかし，現場
で使用するには更なる時間の短縮が必要であると考え，画像処理を利用した刃先角度測定装置の開発を
行い，測定時間の短縮化を図った．

２．研究の概要
１．レーザー、カメラ、スクリーン等を備えた測定部の製作
２．画像解析を行う刃先角度測定ソフトの開発
３．センサー型と画像解析型における角度測定の比較と評価

３．研究の成果又は結果
１．画像解析による刃先角度測定装置の開発を行い、従来のセンサー型に比べて測定時間が10～15秒まで短

縮できた．
２．レーザーが照射された刃先の反射像から左右の輝度ピーク位置を抽出し，刃先の中心位置とのpixel間

隔から刃先角度の算出を行った．
３．包丁の刃先角度をセンサー型と比較すると，測定角度に大きな差が生じた．これはセンサー型の測定領

域よりも画像処理型の測定領域が小さいためと考えられる．従って，測定領域を数pixel単位に広げて角度算
出を行えばセンサー型と同等の精度が得られると考えられる．
４．実用化を考慮した場合，顕微鏡等を利用した実測値との比較，測定時間の高速化，刃先角度の連続測定

などを今後検討する必要がある．

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１．刃物製品における刃先角度測定技術
２．画像解析技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会(17.4予定）

②学会誌等投稿
なし

２）技術移転
①工業所有権等の出願

なし
②技術移転の実績
・技術相談 6件 センサー型刃先角度測定装置の利用
・指導事業 なし
・受託研究 なし
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○食品加工ハイテクセンター

課 題 名 寒天オリゴ糖の機能性に関する研究

研 究 期 間 平成１５年度～平成１６年度（最終年度）

研 究 者 名 ○鈴木 寿、澤井美伯

１．研究の背景及びねらい
岐阜県内では細寒天の生産が盛んであり貴重な地場産業となっている。この寒天の新たな用途開発を目的と

して昨年度までに寒天分解能を有する微生物の探索を行い、寒天分解酵素を菌体外に分泌するバチルス属細菌
MK03株の単離に成功した。この菌株が生産分泌している寒天分解酵素により生成する寒天オリゴ糖は、奇数個
の糖からなるアガロペンタオース（５糖）とアガロトリオース（３糖）を主成分とするものであった。これら
のオリゴ糖に関する報告例は極めて少なく、その諸性質は明らかにされていない。寒天の新たな用途開発へつ
なげるためにはこれらのオリゴ糖の機能性を含めた諸性質を明らかにすることが必要である。

２．研究の概要
１）バチルス属細菌MK03株が菌体外に分泌する寒天分解酵素は寒天を分解してアガロペンタオース(５糖)とア

ガロトリオース(３糖)を主生成物とするオリゴ糖を生成する。これらのオリゴ糖の機能性を明らかにする
ためアミラーゼ阻害活性、レタス幼根の成長促進作用、腸内細菌への影響、吸湿力、メラニン生成抑制効
果を調べた。

３．研究の成果又は結果
１）本オリゴ糖にはアミラーゼ阻害活性はみられなかった。
２）３糖にレタス幼根の伸長促進効果がみられたが、強い効果ではなかった。
３）本オリゴ糖には腸内の有用菌の選択的増殖はみられなかった。今回用いた腸内細菌には一部を除きほとん

ど資化されなかったため、非カロリー性である可能性があるものと考えられた。
４）本オリゴ糖の吸湿力は３糖の方が５糖よりも強く、ヒアルロン酸ナトリウムと同程度の吸湿力を示した。
５）本オリゴ糖にはメラニン生成抑制効果はみられなかったが、オリゴ糖生成の副産物として生じる単糖にア

ルブチンと同程度の効果があった。

４．技術移転可能な要素技術
１）オリゴ糖の非カロリー素材としての利用
２）保湿剤やメラニン生成抑制剤への利用

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・研究成果発表（ポスター）農林水産・食品関係新技術フェア（H16.12.7）
・所研究成果発表会（H17.4予定）

②学会誌等投稿

２）技術移転
①工業所有権等の出願
②技術移転の実績
・技術相談 ２件
・指導事業
・受託研究
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課 題 名 焙煎米を利用した清酒製造技術の開発

研 究 期 間 平成１５年度～平成１６年度（最終年度）

研 究 者 名 ○澤井美伯、苅谷幹治

１．研究の背景及びねらい
清酒需要が依然として停滞するなかで､これまでにない特徴をもった清酒の製造方法の開発が、各地で行わ

れている。本研究では、蒸きょうした精白米の焙煎処理によって、香りに特徴のある清酒の開発を目指して研
究に取り組んできており、焙煎米を利用した清酒製造技術として、多酸系Ｇ酵母を用いた低アルコール清酒製
造における焙煎米の利用について検討を行ったので、その結果について報告する。

２．研究の概要
１）焙煎処理条件の検討

２）焙煎処理した蒸米を使用した低アルコール清酒の小仕込み試験醸造

３．研究の成果又は結果
１）焙煎温度200℃、焙煎時間60分で処理した蒸米は、消化性試験において良好な結果が得られた。

２）焙煎処理した蒸米を使用して小仕込みを行った結果、香ばしい淡麗な清酒が製成された。

３）

４．技術移転可能な要素技術
１）蒸きょうした白米の焙煎方法

２）焙煎清酒の製成方法

５．研究成果の普及及び活用状況
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・平成１６年度酒造講話会（H16.12.3）
・第１５回日本まんなか共和国技術交流推進協議会（H17.3.18）
・所研究成果発表会（H17.4予定）

②学会誌等投稿
なし

２）技術移転
①工業所有権等の出願

なし
②技術移転の実績
・技術相談 ８件
・指導事業 ３件
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課 題 名 種実類（落花生）の加工技術と未利用部分の有効活用に関する研究

研 究 期 間 平成１６年度～平成１７年度（初年度）

研 究 者 名 ○大塚公人、加島隆洋

１．研究の背景及びねらい
落花生は油脂の含有量が高く品質が劣化しやすいため、保存温度及び包装条件等を検討し、高品質の製品

開発を目指す。

２．研究の概要
１）落花生原料の保存温度の検討

２）落花生加工品（オイルロースト製品、ドライロースト製品）の保存時における包装条件及び光照射の影響

３．研究の成果又は結果
１）落花生原料の呼吸を抑制して品質を保つためには、１５℃以下で保存することが望ましい。
２）脱酸素剤の使用は、保存中における落花生加工品の過酸化物価を抑制するのに最も効果があった。次いで

窒素封入であった。光照射は、保存期間が長くなるほど過酸化物価を促進する傾向を示した。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）落花生原材料の保存温度設定

２）落花生加工品の保存環境の設定技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会（H17.4予定）

②学会誌等投稿

２）技術移転
①工業所有権等の出願

②技術移転の実績
・技術相談 ２件
・指導事業 １件
・受託研究
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課 題 名 県産大豆の加工適性と機能性強化に関する研究

研 究 期 間 平成１６年度～平成１８年度（初年度）

研 究 者 名 ○加島隆洋、高田満郎

１．研究の背景及びねらい
岐阜県は大豆の増産に取り組んでおり、平成16年の総作付面積は2,210haである。県産大豆の主な用途は豆

腐であるが、豆腐への最適品種のみが栽培できるわけではなく、作業分散の必要性から多品種が導入されてお
り、新たな用途開発が求められている。一方、米菓製造業は原料となる「高山もち」および「たまり醤油」の
生産も含め、裾野の広い地場産業を形成しているが、近年の健康ブームに対して訴求性のある商品開発が望ま
れている。
よって、機能性成分である大豆イソフラボンに注目し、その効果的な活用に主眼をおいて県産大豆の加工適

性を評価した。また、味噌等の大豆発酵食品に特有に含まれ、消化吸収に関して腸内細菌の個人差を受けにく
いとされるアグリコン含量を強化した乳酸発酵大豆を開発し、米菓への利用を検討した。

２．研究の概要
１）「フクユタカ」、「ツヤホマレ」、「エンレイ」、「タチナガハ」の加工適性評価
２）ｲｿﾌﾗﾎﾞﾝｱｸﾞﾘｺﾝ含量を強化した乳酸発酵大豆の開発
３）乳酸発酵大豆を用いた米菓製造技術の開発

３．研究の成果又は結果
１．県産大豆の成分分析の結果、フクユタカ，エンレイはたんぱく質が、タチナガハは脂質が、ツヤホマレは

灰分が高い傾向にあった。また、品質分析の結果、扁平粒のツヤホマレは種皮率が高く、重量増加比が低
かった。

２．県産大豆の煮熟加工試験の結果、糖類は生大豆の40～50%が、イソフラボン類は12%程度が煮汁へ溶出して
いた。また、フクユタカは煮豆が硬いため均質化が困難であり、ツヤホマレがイソフラボンに富み、ペー
スト加工に適した品種であった。

３．ツヤホマレを用いた水煮大豆をR1株で発酵させ、乳酸発酵大豆を調製した結果、乳酸発酵大豆の煮汁およ
び煮豆中のアグリコン含有率はそれぞれ44% (w/w)および24%(w/w)となり、アグリコン含量の強化を図る
ことができた。

４．乳酸発酵大豆を用いた「あられ」は水煮大豆を用いた物よりわずかではあるがイソフラボン含量が高くな
った。これは煮汁へ溶出したイソフラボン配糖体が疎水性の高いアグリコンに分解されているため、米を
煮汁に浸漬後、水切りした際にイソフラボンの流失が少なくなったことによるものと推測された。また、
30℃貯蔵時の脂質劣化に関しては、両者に差は認められなかった。

４．技術移転可能な要素技術（技術範囲を特定すること）
１）乳酸発酵大豆の製造技術
２）乳酸菌株（発酵スターター）の提供
３）乳酸発酵大豆を用いた米菓の製造技術

５．研究成果の普及及び活用状況（累積）
１）普及の方法
①研究発表（口頭発表）
・所研究成果発表会（H17.4予定）

②学会誌等投稿
２）技術移転
①工業所有権等の出願
②技術移転の実績
・技術相談 ３件
・指導事業 ２件
・受託研究
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３．研究成果等発表
３．１ 所研究成果発表会

年月日 会 場 題 目 発表者名

16. 4.19 製品技術研究所 衣服の実需対応型生産システムの確立 山 下 典 男
知的縫製システムの開発 西 村 太 志
繊維素材のスパイラル捲縮技術の開発 佐 藤 幸 泰
立体成形加工に適した不織布の開発 松 原 弘 一
環境に優しい繊維型複合材料に関する研究 松 原 弘 一

16. 4.20 製品技術研究所関分室 平成16年度岐阜県技術交流会 鎌 倉 光 利

16. 4.21 製品技術研究所美濃分室 繊維素材のスパイラル捲縮技術の開発 佐 藤 幸 泰
立体成形加工に適した不織布の開発 松 原 弘 一
環境に優しい繊維型複合材料に関する研究 松 原 弘 一
表面改質技術による撥水紙の開発研究 神 山 真 一
バナナ・パイナップル繊維のパルプ化及び製紙 小 川 俊 彦
適性に関する研究
不織布を利用した生活空間資材の開発 原 田 敏 明

16. 4.22 製品技術研究所関分室 高機能マグネシウム合金の成形・利用技術に関

する研究

①押出成形技術の検討 鎌 倉 光 利

②絞り加工技術の検討 佐 藤 丈 士

③耐食性向上技術の検討 浅 野 良 直

切れ味の耐久性を高める２次刃の加工技術研究 竹 腰 久仁雄

燃焼合成法による皮膜形成に関する研究 柴 田 英 明

クリーンなナノ制御接合技術の開発と応用研究

①常温接合技術の検討 加 賀 忠 士

②高温拡散接合の検討 柴 田 英 明

③摩擦利用接合の検討 戸 崎 康 成

マイクロ波による粉末冶金・粉末焼成技術の開 林 哲 郎

発研究

プロセス制御によるマグネシウム合金の成形加 佐 藤 丈 士

工技術の研究

地場産業製品の品質管理に関する研究 浅 野 良 直

16. 4.23 製品技術研究所 ミョウガを利用した加工食品の開発 澤 井 美 伯
県産大豆加工品の新規開発 加 島 隆 洋
寒天オリゴ糖の機能性に関する研究 鈴 木 寿
焙煎米を利用した清酒製造技術の開発 苅 谷 幹 治

16. 4.26 製品技術研究所 ポリマーコンポジットの製造技術研究 道 家 康 雄
石灰系多機能化複合材料の開発研究 西 垣 康 広

16.12. 7 製品技術研究所関分室 粉末冶金による合金設計と押出成形研究 鎌 倉 光 利

17. 2.18 テクノプラザ 刃物の切れ味とその耐久性について 竹 腰 久仁雄
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３．２ 研究発表（口頭発表）

年月日 題 名 発 表 会 名 発 表 者

16. 6. 9 バナナ・パイナップル繊維のパルプ化及び製紙適 平成16年度繊維学会年次大会 小川 俊彦
性

16. 6.13 マスクメロン型光触媒の開発 日本繊維製品消費科学会 山下 典男

16. 6.13 超小ロット生産システムの開発研究 日本繊維製品消費科学会 山下 典男

16. 6.17 石灰系多機能化複合材料の開発 石灰応用技術研究会 西垣 康広

16. 6.18 刃物の切れ味と耐久性について 技術情報協会 竹腰久仁雄

16. 7.21 ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金AZ61押出し材の疲労挙動と破壊機構 M&M2004材料力学ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 日本 鎌倉 光利
機械学会

16. 7.22 サンプル・超小ロット知的縫製システム 産業技術連携推進会議繊維部会 山下 典男

16. 8. 5 摩擦撹拌接合の概要 岐阜県工業会第２回 技術交流 戸崎 康成
会 （太平洋工業に於いて）

16. 8. 4 ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の耐食性向上について 研究機関研究シーズ目利き会議 浅野 良直
・シーズ紹介（県議会等に於い
て）

16. 8.25 製品研の研究成果について 出前講演 (可児工業団地協同組 柴田 英明
合に於いて）

16. 8.29 石灰系多機能化複合材料の開発 日本建築学会 西垣 康広

16. 9. 3 バイオプリザベーションによる『いずし』の新規 日本食品科学工学会第５１回大 加島 隆洋
製造技術の開発（第２報） 会（岩手大学）

16. 9. 6 ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の疲労挙動に及ぼす押出条件の影響 日本機械学会2004年度次大会、 鎌倉 光利
北海道大学

16. 9. 9 ユニバーサルファッションの研究 訪問介護員養成研修２級課程 山内 寿美
～高齢者のための製品開発～ （飯原学園）

16. 9.12 ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の耐食性向上について 2004産学官連携セミナ－ in 浅野 良直
岐阜 特許セミナー（で愛ドー
ムに於いて）

16. 9.30 繊維素材のスパイラル捲縮技術の開発 繊維学会秋季研究発表会 佐藤 幸泰

16. 9.30 表面改質技術による撥水紙の開発研究 繊維学会秋季研究発表会 神山 真一

16. 9.30 バナナ・パイナップル繊維のパルプ化及び製紙適 産業技術連携推進会議物質工学 小川 俊彦
性 部会 第13回木質科学分科会

16. 9.30 ﾏｸﾞﾈｼｳﾑと接合関連研究等の成果について 機械金属連合部会金型研究会、 柴田 英明
奈良市

16.10.14 立体成形加工に適した不織布の製造技術 全国繊維技術交流プラザ 松原 弘一

16.10.28 バナナ・パイナップル繊維のパルプ化及び製紙適 第43回機能紙研究発表・講演会 小川 俊彦
性
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年月日 題 名 発 表 会 名 発 表 者

16.11.18 サンプル・超小ロット知的縫製システムの開発研 東海北陸地域産業技術産業連携 西村 太志
究 推進会議 若手研究職員交流会

アパレル生産技術分科会

16.11.24 マグネシウム合金の耐食性向上処理方法 岐阜県ﾒｯｷ工業組合技術講演会 浅野 良直

16.11.26 マグネシウム合金材料の表面処理技術 岐阜県メッキ工業会、製品研共 浅野 良直
催（関分室に於いて） 山口 貴司

16.12. 4 知的縫製システムの開発研究 繊維学会東海支部若手研究会 西村 太志

16.12. 4 縦横自在に伸びる不織布の開発 繊維学会東海支部若手繊維研究 松原 弘一

16.12. 7 寒天オリゴ糖の利用方法に関する研究 農林水産・食品関係新技術開発 鈴木 寿
フェア（名古屋国際会議場）

16.12.10 表面改質疑術による撥水紙の開発研究 産学官接着若手フォーラム（日 神山 真一
本接着学会中部支部）

16.12.14 バイオプリザベーションによる「いずし」の新規 平成１６年度水産利用関係試験 加島 隆洋
製造技術 研究推進会議 利用加工技術部会

((独)水産総合研究センター中央
水産研究所)

17. 2.12 球状V炭化物白鋳鉄の刃物材料への適正に関する 球相材料研究会 竹腰久仁雄
研究

17. 2.18 刃物の切れ味 科学技術振興センター研究成果 竹腰久仁雄
発表会（ﾃｸﾉｾﾝﾀｰに於いて）

17. 2.18 石灰系多機能化複合材料の開発 平成16年度試験研究機関成果発 西垣 康広
表会

17. 3.18 焙煎米を利用した清酒製造技術の開発 第１５回日本まんなか共和国技 澤井 美伯
術交流推進協議会
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３．３ 投 稿

年 月 題 名 誌 名 発 表 者

16年５月 粉体押出成形によるマグネシウム合金の機械的特 粉体および粉末冶金,vol.51,no. 鎌倉 光利
性の改善 5,p323

５月 DEVELOPMENT OF A NEW BUILDING MATERIAL WITH The Journal of C+CA 西垣 康広
THE FUNCTION OF AIR HUMIDITY CONTROL (Ceramurgia + Ceramica Acta).

Vol.34,No.1-2

５月 新しいマグネシウム合金材料の実用化 アークぎふ３７号 石榑 芳直

６月 ナイロン中空糸とカラーアラミド糸を使用した難 アークぎふ３８号 村田 進
燃織物の開発 神山 真一

６月 岐阜県製品技術研究所研究開発部 プラスチック成形加工学会 山下 典男

７月 「デジタルマイスター知的縫製システム」 アークぎふ第３９号 西村 太志

７月 ラミー/PLA無撚り糸を用いたグリーンコンポジッ 材料,vol.53,No.7 松原 弘一
トの圧縮成形と成形品の機械的特性

８月 バナナ・パイナップルを紙にする アークぎふ４０号 小川 俊彦

８月 プロセス制御による高機能マグネシウム合金の成 アークぎふ４０号 鎌倉 光利
形利用技術－粉体押出成形によりマグネシウム合
金の機械的特性を改善－

９月 縦にも横にも伸びる不織布の開発：立体成形加工 アークぎふ４１号 松原 弘一
ができる不織布の開発

10月 環境に優しい生分解性複合材料（グリーンコンポ アークぎふ４２号 松原 弘一
ジット）の提案

11月 消石灰及びセピオライトより成る調湿機能を有す 日本建築学会構造系論文集 西垣 康広
る新規壁材の基礎研究 No.588

11月 重点研究課題情報 プロセス制御によるマグネシ アークぎふ第４３号 佐藤 丈士
ウム合金の成形加工技術の研究

11月 International Journal of Fati 鎌倉 光利Fatigue behaviour and fracture mechanism
gue,vol.26,no.11,p1217of a rolled AZ31 magnesium alloy

12月 (材料,vol.53,no.12,p1371) 鎌倉 光利マグネシウム合金AZ61押出材の疲労挙動と破
壊機構

17.２月 だれにでも使いやすい「ユニバーサルボタン」の アークぎふ４６号 山内寿美
開発

３月 だれにでも使いやすい「ユニバーサルボタン」の ふるさと福祉村メールマガジン 山内寿美
開発 第３４号

３月 現代向けの漆喰を開発！－石灰を利用して健康・ アークぎふ４７号 西垣 康広
安全・快適な住環境をお届けします－

３月 マグネシウム合金の押出加工による結晶粒微細化 (材料, Vol.54 No.3,p) 鎌倉 光利
と疲労強度の改善

３月 マグネシウム合金展伸材の実用化を考慮した特性 アークぎふ４７号 鎌倉 光利
評価－マグネシウム合金展伸材の疲労挙動および
破壊機構の解明－

３月 溶射による発熱皮膜を適用したマグネシウム用深 財団法人天田金属加工機械技術 佐藤 丈士
絞り金型の開発 振興財団 FORM TECH REVIEW

2004 VOL.14 NO.1
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３．４ 出展・展示等

年 月 日 題 名 出 展 会 名 等 出 展 者

16. 8. 4 立体成形加工に適した不織布の製造技術 研究機関研究ｼｰｽﾞ目利き役会議 松原 弘一

8. 4 紙に関する撚糸技術の研究 研究機関研究ｼｰｽﾞ目利き役会議 佐藤 幸泰

9.11-12 「知的縫製ロボットプロジェクト」研究開発成果 ものづくり岐阜テクノフェア 山下 典男
パネル

9.11-12 バナナ・パイナップル繊維のパルプ化及び製紙適 ものづくり岐阜テクノフェア 小川 俊彦
性

9.11-12 紙に関する撚糸技術の研究 ものづくり岐阜テクノフェア 佐藤 幸泰

9.11-12 鋏の切れ味解析システム ものづくり岐阜テクノフェアー 竹腰久仁雄
摩擦撹拌接合 など 柴田 英明

ﾊｲﾃｸｾﾝﾀｰ9.11-12 食品加工ハイテクセンター研究成果品 ものづくり岐阜テクノフェア 食品加工

9.30 ナイロン中空糸とカラーアラミド糸を使用した難 繊維学会秋季研究発表会ポスタ 神山 真一
燃織物の開発 ーセッション

10.14 立体成形加工に適した不織布の製造技術 全国繊維技術交流プラザ 松原 弘一

10.28 バナナ・パイナップル繊維のパルプ化及び製紙適 第43回機能紙研究発表・講演会 小川 俊彦
性

11.17 立体成形加工に適した不織布及び縦横均一に伸び 特許流通フェア中部2004 松原 弘一
-19 る不織布の製造技術 原田 敏明

11.17 ナイロン中空糸とカラーアラミド糸を使用した難 特許流通フェア中部2004 神山 真一
-19 燃織物の開発

12. 4 立体成形加工に適した不織布の製造技術 テクノシンポジウム2004 松原 弘一

12. 4 紙に関する撚糸技術の研究 テクノシンポジウム2004 佐藤 幸泰

17. 1.14 「人と環境にやさしい衣服」試作品２点出展 デザイナー交流会展示会（アク 山内寿美
-27 ティブＧ）

2.18 立体成形加工に適した不織布 －縦横均一に伸び 平成１６年度試験研究機関成果 松原 弘一
る不織布の製造技術－ 発表会

2.18 摩擦撹拌接合 パネル展示 科学技術振興センター研究成果 戸崎 康成
発表会（ﾃｸﾉｾﾝﾀｰに於いて）

3.22～ 「人と環境にやさしい衣服」試作品２点出展 オリベ（紙糸）素材部会展示会 山内寿美
（アクティブＧ）

３．５ 工業所有権等

年 月 日 法別 区分 名 称 主 任 者

16｡12.11 特許 出願 ユニバーサルボタン 山内 寿美
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３．６ 研究所公開

年 月 日 題 名 会 場 出席者数

16. 4.19 研究発表会及び所内見学会 本所 ５１
4.21 研究発表会及び所内見学会 美濃分室 ３６
4.22 研究発表会及び所内見学会 関分室 ３６
4.23 研究発表会及び所内見学会 本所 ２３
4.26 研究発表会及び所内見学会 本所 ４４

6.30,7.14 中日本航空専門学校の関分室の見学研修 関分室 ７５
7.28 ところ天とソーダ水作り体験 柳津町公民館( ﾊｲﾃｸｾﾝﾀｰ) ７食品加工
8. 4 夏休み科学体験講座（繊維製品ができるまで） 本所 ４０

10.28 刃物セミナー 関分室 ２５

３．７ 記者発表・報道機関による記事の掲載等

報 道 日 タイトル・報道内容 報 道 機 関 等 担当部等

16. 4.19 「デジタルアパレル工房」具現化 日本繊維新聞 研究開発部
17.１.14 ニュース（研究試作品の展示） ＮＨＫＴＶ 技術支援部
17.１.16 「人と環境にやさしい衣服」 中日新聞 技術支援部
17.１.31 「人と環境にやさしい衣服」 繊維センイ・ジヤァナル 技術支援部

ﾊｲﾃｸｾﾝﾀｰ17. 2.16 ・「どぶろく特区」で初仕込み 岐阜新聞 食品加工
ﾊｲﾃｸｾﾝﾀｰ17. 2.16 ・どぶろく初仕込み 中日新聞 食品加工

３．８ インターネットに掲載

年月日等 題 名 等 メディア 担当部等

16.７ 共同研究の募集 所ホームページ 技術支援部
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４．受託研究・依頼試験・開放試験室

４．１ 受託研究

受託期間 受 託 事 項 受託部署

16. 5.13～ コンデンサリード足の破断に関する調査研究 関分室
15. 6.15

16. 5.17～ 書道用紙の表面特性調査と薄葉紙の機能化技術に関する研究 美濃分室
17. 3.11

16. 6.11～ 包丁溶接部折損原因調査 関分室
16. 7.12

16. 7. 6～ 刃物の耐久性向上の検討 関分室
16. 7.30

16. 8. 2～ 雑酒（どぶろく）の品質設計 食品加工
16. 9.26

16. 8. 2～ ドローイングマシンの改良 本 所
17. 3.18

16. 8.31～ 生分解性プラスチック製品の開発に関する研究 本 所
17. 2.25

16. 8.31～ 有機基板上への無機機能性膜作成に関する研究 本 所
17. 3.15

16. 8.31～ 医療用分野における刃物の利用状況の調査 関分室
16. 9.30

17. 1.12～ カーボン含有繊維製品の開発 本 所
17. 3.25
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４．２ 依頼試験
４．２．１ 試験項目別

○本所

試 験 項 目 件数 試 験 項 目 件数

一般理化学試験 繊維試験

定量（複雑なもの） ６４２ 引張り強さ及び伸び率 ２３５

比重 １９５ 寸法変化 １１２

粒度分布 １３３ 耐光堅ろう度 ２０３

赤外線スペクトル １１９ 洗濯堅ろう度 ７４

赤外線画像分析 ３０ 汗堅ろう度 １５６

その他 ６８０ 摩擦堅ろう度 ２２７

プラスチック試験 繊維混用率 ７９

引張り １３６ その他 ５３６

その他 １４０ 試料調整
木工試験 試料調整 ５５８

ホルムアルデヒド測定 ４０ 複本又は証明書の交付 １９９

合 計 ４，４９４

○美濃分室

試 験 項 目 件数 試 験 項 目 件数

一般理化学試験 引張り強さ ６０
簡易色差計による測定 ５６ 破裂強さ ２４
光学顕微鏡観察 ２０ 繊維組成 ２７
その他 ３８ 繊維長分布 ３１

繊維試験 タッピー抄紙 ３９
質量 ５ その他 ２８４

紙・パルプ試験 試料調整 １６６
メートル坪量 ３５ 複本又は証明書の交付 １

合 計 ７８６

○関分室

試 験 項 目 件数 試 験 項 目 件数

一般理化学試験 メッキ膜厚試験( ､顕微鏡法) ９６電解法
定性 １７５ 耐食性試験( ､ ､ ) ３３６浸積法 塩水噴霧法 時期割れ
定量 １，５６４ 表面粗さ ７８
光学顕微鏡観察 ２１１ 真円度 ４０
電子顕微鏡観察 ９２ 工具・輪郭測定 ４８

機械金属試験 その他の試験 ２２７
硬さ ３３２ 試料調整
引張り ３，０６３ 試料作成 １３７
圧縮・曲げ・ねじり・ 衝撃 ８７０ 環境指定による試料調整 １，２１１
切れ味・疲労・摩耗・マクロ １７６ 複本又は証明書の交付 ６１

合 計 ８，７１７

○食品加工ハイテクセンター

試 験 項 目 件数 試 験 項 目 件数

食品試験 一般理化学試験
寒天ジェリー強度 １，７６５ 定量 ５２２
物性試験 １６１ その他 １７
微生物数 １２９ 試料調整
微生物の検出 １１４ 試料作成 ９４
その他 ３０１ 複本又は証明書の交付 １

合 計 ３，１０４
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４．２．２ 業種別

部 署 名 本 所 美濃分室 関分室 食品加工 計

ﾊｲﾃｸｾﾝﾀｰ業 種 名

食料品製造業 １６４ ４３ ２，８２５ ３０３２

飲料・たばこ・飼料製造業 １ ０ ２７９ ２８０
繊維工業 １，１７２ ２０ ２５ １２１７

衣服・その他の繊維製品製造業 ３２５ １３ ３３８
木材・木製品製造業 １５ ７０ ８５
パルプ・紙・紙加工品製造業 ２５３ ５６１ ９１ ９０５

出版・印刷・同関連産業 ０ ０
化学工業 ３００ ７３ ８７ ４６０
プラスチック製品製造業 ３２９ １３１ ４６０

ゴム製品製造業 １ ３２ ３３
窯業・土石製品製造業 ９２３ ５８ ９８１

鉄鋼業 ４２２ ４２２
非鉄金属製造業 ３７ ６９５ ７３２
金属製品製造業 １０３ １０ １，１０４ １２１７

一般機械器具製造業 ２０６ １，３８４ １５９０
電気機械器具製造業 ２０ ２ ３２１ ３４３
輸送用機械器具製造業 ９２ ２２８ ３２０

精密機械器具製造業 ４ １７９ １８３
その他 ５５０ １１９ ３，８３４ ４５０３

計 ４，４９４ ７８６ ８，７１７ ３，１０４ １７，１０１

４．３ 開放試験室

開放試験室名 利用件数（件） 利 用 内 容

新素材融合化開放試験室 １１４ 試作品分析、品質管理
複合材料開発支援共同研究室 ２０６ 品質管理

レオロジー研究室 ７４ 物性試験
材料物性研究室 １８４ 品質管理

合成研究室 １００ 品質管理
高分子加工実験室 １３６ 品質管理
繊維開放試験室 ２５６ サンプル試作及び品質管理

機能紙開放試験室 ３９７ 物性試験、手漉き、高圧プレス等
試作開発支援センター ２１５ 光造形システム、三次元デジタイザ等ものづくり

食品加工ハイテクセンター ３４６ 試料前処理、糖分析、有機酸分析

マルチメデイア工房（本所） カラープリンター

〃 （ 関 ） １５０ カラープリンター

計 ２，１７８
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５．技術相談・技術指導
５．１ 技術相談

本 所 美濃分室 関分室 食品加工ﾊｲﾃｸ 計部 署 名

業 種 名 来所 電話等 来所 電話等 来所 電話等 来所 電話等

93 76 1 59 10 15 270 435 959食料品製造業

3 7 121 243 374飲料・たばこ・飼料製造業

205 124 72 222 4 18 645繊維工業

95 61 5 15 4 39 219衣服・その他の繊維製品製造業

9 7 6 5 3 6 36木材・木製品製造業

54 51 612 1,441 12 21 2 1 2,194パルプ・紙・紙加工品製造業

22 92 10 124出版・印刷・同関連産業

211 232 46 128 7 16 3 4 647化学工業

203 153 12 50 15 51 484プラスチック製品製造業

7 14 4 3 3 10 41ゴム製品製造業

80 148 5 20 4 12 269窯業・土石製品製造業

59 178 237鉄鋼業

7 17 1 55 355 435非鉄金属製造業

52 40 19 44 346 318 819金属製品製造業

61 61 5 13 255 172 567一般機械器具製造業

37 25 3 6 39 55 165電気機械器具製造業

20 37 5 24 37 69 192輸送用機械器具製造業

16 12 1 6 31 35 101精密機械器具製造業

151 239 160 418 42 63 15 33 1,121その他

計 1,304 1,304 979 2,546 926 1,443 411 716 9,629

５．２ 巡回技術指導
○本所

業 種 名 企業数 外 部 指 導 員 指 導 事 項

繊維工業 4(2) 岐阜県産業文化振興事業団 品質管理
顧問 箕浦 弘

衣服・その他の繊維製品 3(2) 磯谷繊維技術士事務所 技術開発
製造業 所長 磯谷重郎
プラスチック製品製造業 2
窯業・土石製品製造業 4
その他 6(1) 丸丹 技術本部長 卯野幸裕 品質管理

計 19(5)

○美濃分室

業 種 名 企業数 外 部 指 導 員 指 導 事 項

パルプ・紙・紙加工品 10(1) 岐阜県公衆衛生検査センター 品質向上技術
技術部長 佐藤鋭一

計 10(1)
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○関分室

業 種 名 企業数 外 部 指 導 員 指 導 事 項

非鉄金属製造業 2 技術開発
金属製品製造業 6 計測技術、品質管理
一般機械器具製造業 2(2) 岐阜大学 教授 戸梶惠郎 機械設計

岐阜大学 助教授 山下実 クレーム対策、品質管理

計 10(2)

○食品加工ハイテクセンター

業 種 名 企業数 外 部 指 導 員 指 導 事 項

食料品製造業 5(0) 製造技術
品質管理

飲料製造業 5(3) 岐阜県技術アドバイザー 品質管理
中野 浩

計 10(3)

（ ）外部指導員指導企業数

５．３ 実地指導
○本所

業 種 名 企業数 指 導 事 項

繊維工業 26 技術開発、製品特性
プラスチック製品製造業 1 加工特性
窯業・土石製品製造業 12 技術開発、品質向上
化学工業 3 技術開発、品質向上
その他 12 製品開発、品質向上

計 54

○美濃分室

業 種 名 企業数 指 導 事 項

繊維工業 12 製品開発、市場開拓
パルプ・紙・紙加工品 3 技術開発、品質管理

計 15
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○関分室

業 種 名 企業数 指 導 事 項

金属製品製造業 17 製品特性、加工特性
一般機械器具製造業 6 製品特性、加工特性
電気製品製造業 1 技術開発
その他 6 工程改善、加工特性

計 30

○食品加工ハイテクセンター

業 種 名 企業数 指 導 事 項

飲料製造業 32 技術開発、品質向上
食料品製造業 10 技術開発、品質向上

計 42

５．４ 技術融合化集団技術指導
○本所

業種名 地 区 期日 参加数 指 導 員 指導事項

衣服・繊維製 岐阜地区 16. 4.19 67 （財）日本繊維製品品質技術セン 繊維製品の最新事情
品製造業 羽島地区 ター 中部事業所長 小林昇二 JISマークの改正 等

プラスチッ 岐阜地区 16. 4.26 56 （社）大阪工研協会 常務理事 プラスチックの成形加
ク、石灰、化 西濃地区 原田敏彦 工と、機能性ポリマー
学工業等 の開発事例や特性

衣服・繊維・ 岐阜地区 17. 2.10 81 日本繊維製品消費科学会 紙糸繊維の最新情報と
紙製品製造業 羽島地区 会長 山田 都一 製品化

石灰製造業 大垣地区 17. 2.28 25 名古屋大学エコトピア科学研究所 ローエミッション型酸
教授 鈴木憲司 化触媒の合成と応用

衣服・繊維製 岐阜地区 17. 3. 8 60 （株）消費科学研究所 繊維製品 小売業における機能性
品製造業 羽島地区 担当 技術課長 西川哲二 素材と機能性加工

○関分室

業種名 地 区 期日 参加数 指 導 員 指導事項

金属製品製造 恵那地区 17. 1.14 23 岐阜大学 名誉教授 後藤 学 塑性加工と数値シミュ
業 レーションについて
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○食品加工ハイテクセンター

業種名 地 区 期日 参加数 指 導 員 指導事項

飲料製造業 東濃地区 16. 7.22 31 岐阜県製品技術研究所 苅谷幹治 品質評価技術

飲料製造業 飛騨地区 16. 7.30 33 岐阜県製品技術研究所 苅谷幹治 品質評価技術

５．５ 緊急課題技術指導

部 署 名 本 所 美濃分室 関分室 食品加工 計

ﾊｲﾃｸｾﾝﾀｰ

企業数 指導日数 企業数 指導日数 企業数 指導日数 企業数 指導日数 企業数 指導日数業 種 名 - - - - -

食料品製造業 1- 4 5-14 6-18

飲料・たばこ・飼料製造業 2- 4 2- 4

繊維工業 3- 9 3- 9

衣服・その他の繊維製品製造業 1- 3 1- 3

木材・木製品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業 1- 3 10-37 11-40

出版・印刷・同関連産業

化学工業 2- 7 2- 7

プラスチック製品製造業 1- 4 1- 4

ゴム製品製造業

窯業・土石製品製造業 1- 3 1- 3

鉄鋼業 1- 4 1- 4

非鉄金属製造業

金属製品製造業 4- 8 4- 8

一般機械器具製造業 2- 5 2- 5

電気機械器具製造業 2- 6 2- 6

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他 1- 3 1- 3 1- 2 1- 2 4-10

計 11-36 11-40 10-25 8-20 40-121

５．６ 農産加工組織技術指導
○食品加工ハイテクセンター

指導組織数 指 導 事 項

8 製造技術、品質管理技術、微生物制御
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６．講習会・研究会・会議・審査会

６．１ 講習会の開催
○本所

年月日 名 称 開催地 参加数 テ ー マ 講 師

16. 8.20 デザイン指導講習会 岐阜市 54 05年Ｆ/W~06S/S 生活研究所 ﾌｧｼｮﾝ評論家対応…
商品企画のために 日置 千弓

の最新情報ﾖｰﾛｯﾊﾟｺﾚｸｼｮﾝ
17. 3.30 デザイン指導講習会 岐阜市 118 2005~06秋冬パリ・ ㈲オフィスオオツカ

ミラノコレクション 大塚 陽子
速報

○関分室

年月日 名 称 開催地 参加数 テ ー マ 講 師

16.11.26 講習会（岐阜県めっき工 関分室 30 ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材料の耐食 東大先端研 山口 貴司
業会および岐阜県機械金 性評価と防食技術 関分室 浅野 良直
属協会と共催）

16.11.29 講習会（岐阜県機械金属 岐阜市 80 INSはこうして生ま 岩手大学
協会と共催） れた 岩手の産学官 教授 岩渕 明

連携成功物語

17. 3. 4 講習会（岐阜県機械金属 関分室 45 新しい接合技術 名古屋大学
協会と共催） 摩擦撹拌接合 教授 篠田 剛

㈱日立製作所
主任研究員 平野 聡

○食品加工ハイテクセンター

年月日 名 称 開催地 参加数 テ ー マ 講 師

17. 1.14 第１回農産加工組織 高山市 9 ゼリーの凝固剤の種 技術アドバイザー
技術研修会 類と用途 中野 浩

17. 1.17 第２回農産加工組織 安八町 51 加工食品製造を含め 技術アドバイザー
技術研修会 た品質管理について 中野 浩

17. 2.18 第３回農産加工組織 高山市 51 販路拡大の戦略と注 技術アドバイザー
技術研修会 意点 中野 浩

６．２ 研究会の開催
○本所

名 称 回 数 参加数 内 容

岐阜県石灰応用技術研究会 ４ 117 総会、見学会、講習会



- 41 -

○美濃分室

名 称 回 数 参加数 内 容

岐阜県紙技術研究会 ７ 290 総会、研修会、見学会、勉強会

○関分室

名 称 回 数 参加数 内 容

高機能マグネシウム合金の成 ３ 30 マグネシウム合金の成形プロセスの提案を目標
形プロセス研究会 に、講演会、勉強会、意見交換等

刃物の機能解析研究会 １ 48 チタン材料の応用と加工技術について

クリーンな接合技術に関する ３ 75 摩擦撹拌接合、常温活性化接合、高温拡散接合に
研究準備会 関する情報交換と共同研究等への協議

６．３ 会議の開催
○本所

年月日 名 称 開催地 参加数 内 容

16. 6. 9 岐阜県繊維デザイン協会総会 岐阜市 15 平成15年度事業報告、16年度事業計画
16. 7. 6 ガヤガヤ会議 繊維部会 笠松町 8 事業の説明、意見交換
16. 7.13 ガヤガヤ会議 プラスチック部会 笠松町 15 事業の説明、意見交換
16. 7.26 ガヤガヤ会議 石灰部会 大垣市 11 事業の説明、意見交換
16. 7.27 ガヤガヤ会議 化学部会 笠松町 7 事業の説明、意見交換
16. 8.10 ガヤガヤ会議 全体会議 笠松町 25 事業の説明、意見交換

○美濃分室

年月日 名 称 開催地 参加数 内 容

16.7.27 ガヤガヤ会議 紙業部会 美濃市 13 事業の説明、意見交換

○関分室

年月日 名 称 開催地 参加数 内 容

16. 6.22 岐阜県機械金属協会 総会 大垣市 30 平成15年度事業報告、16年度事業計画
16. 8. 3 ガヤガヤ会議 機械・金属部会 関分室 19 事業の説明、意見交換
17. 2.21 岐阜県機械金属協会 亀山市 44 シャープ㈱ 亀山工場

先端技術見学会 伊賀市 ㈱森精機製作所 伊賀工場
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○食品加工ハイテクセンター

年月日 名 称 開催地 参加数 内 容

16. 8. 6 ガヤガヤ会議 笠松町 14 業界要望、意見交換

６．４ 審査会・技能検定・講師派遣
○本所

年月日 名 称 会 場 主 催

16.6.14 技能検定実技試験（プラスチック射出成形 製品技術研究所 岐阜県職業能力開発協会
～16.7.7 作業）
16.7.1 寄植華道協会 中級講座 ふれあい会館 寄植華道協会
17.2.1 技能検定実技試験（プラスチックブロー成 ｺﾀﾞﾏ樹脂工業㈱ 岐阜県職業能力開発協会
～17.2.8 形作業）

○関分室

年月日 名 称 会 場 主 催

16.4. 4 平成16年度岐阜県溶接技術競技会 岐阜県鉄工溶接 (社)日本溶接協会 岐阜支部
組合

16.4.28 平成16年度岐阜県溶接技術競技会 川崎岐阜協同組 (社)日本溶接協会 岐阜支部
技術委員会（外観審査会） 合

16.6. 2 熱処理作業 検定試験打ち合わせ 岐阜県職業能力 岐阜県職業能力開発協会
開発協会

16.6.10 平成16年度岐阜県溶接技術競技会 川崎岐阜協同組 (社)日本溶接協会 岐阜支部
運営・技術委員合同会議 合

16.6.23 平成16年度岐阜県溶接技術競技会 川崎岐阜協同組 (社)日本溶接協会 岐阜支部
技術委員会（総合審査会） 合

16.8.29 技能検定実技試験（熱処理作業） ㈲日本熱処理工 岐阜県職業能力開発協会
業

16.10.8 平成16年度岐阜県溶接技術競技会 各務原金属団地 (社)日本溶接協会 岐阜支部
表彰

16.11.19 技能検定実技試験（プラスチック成形用金 岐阜県人材開発 岐阜県職業能力開発協会
型製作作業） 打ち合わせ センター

17.1.23 〃 実技試験 東海職業能力開 〃
発大学校

17. 1.30 〃 実技試験 東海職業能力開 〃
発大学校

○食品加工ハイテクセンター

年月日 名 称 会 場 主 催

16.4.26 28 全国新酒鑑評会 東広島市 （独）酒類総合研究所～
16. 6. 1 岐阜県寒天展示品評会 寒天研究室 岐阜県寒天水産工業組合
16. 8. 2 岐阜県学校農業クラブ連盟年次大会 大垣市 岐阜県学校農業クラブ連盟
17. 1.21 岐阜県観光土産品審査会 岐阜市 岐阜県観光連盟
17. 2.18 期限付免許者の製造した酒類の品質審査の 名古屋市 名古屋国税局

ための審査会
17. 3.11 岐阜県新酒鑑評会審査会 製品技術研究所 岐阜県酒造組合連合会
17. 3.22 名古屋国税局酒類鑑評会審査会 名古屋市 名古屋国税局
17. 3.23 〃 〃 〃
17. 3.24 〃 〃 〃
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７．研 修
７．１ 職員研修
○関分室

研 修 期 間 延べ日数 研 修 名 参加者氏名 研 修 先

16.11.24～16.12.7 １０日 若手研究職員企業派遣研修事業 浅野 良直 徳田工業㈱

７．２ 科学技術顧問・客員研究員等指導
○本所

研究課題 科学技術顧問・客員研究員 指導相談内容 指導日数

差別化繊維製品の開発研 (財)日本繊維製品品質技術ｾﾝﾀｰ ・横編の基本機構と給糸量及び糸の編 ２
究 岡野 志郎 成性に影響する要因と対策について
寒天オリゴ糖の機能性に 東北大学大学院農学研究科 ・海藻成分の機能性に関する測定方法 ２
関する研究 教授 佐藤 実 と利用技術について
機能性プラスチック材料 Ｋ・Ｃ・リサーチ ・高分子複合材料の開発（ナノコンポ １
の開発研究 代表 中條 澄 ジット材料）について
新素材に関する加工技術 科学技術顧問 ・高分子研究分野の課題とその動向 １
研究 京都大学名誉教授 山本 雅英 ・高分子合成の定性技術

○美濃分室

研究課題 科学技術顧問・客員研究員 指導相談内容 指導日数

抄紙技術を活用した生分 ＳＣＩ－ＴＥＸ ・ラミー／ポリ乳酸混繊糸複合材料に １
解性複合材料に関する研 代表 松尾 達樹 ついて
究 ・紙製の生分解性複合材料について
繊維素材のスパイラル捲 岐阜大学 農学部 ・高圧蒸気による繊維の形状記憶技術 １
縮技術の開発 教授 棚橋 光彦 ・菌糸の培養、シート化について

○関分室

研究課題 客員研究員 指導相談内容 指導日数

クリーンなナノ接合技術 名古屋大学 ・摩擦利用接合技術について ３
の開発と応用研究 助教授 篠田 剛 ・複合材料成形方法と評価方法
マイクロ波を利用した粉 東京工業大学 ・マイクロ波加熱による低温・高速製 １
末冶金技術の開発 教授 永田 和宏 鉄法について

７．３ 中小企業技術者研修

研修課題名 新製紙技術課程 機械･金属課程

研修期間 16.11. 2～16.11.11 16. 9.27～16.10.18

研修場所 美濃分室 関分室

研修時間 座学 12 27
実習 12

修了者数 13 32
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７．４ 研修生の受け入れ
○本所

研 修 期 間 研 修 内 容 受入れ人数

16. 4.15～16. 5.15 溶融紡糸の理論及び装置の操作方法習得 １

16. 4.26～16. 5.31 高分子ﾌｨﾙﾑ材料への機能膜ｽﾊﾟｯﾀ技術 １

16. 7.26～16. 8. 6 プラスチック成形材料の基礎的特性学習 １

16．8. 2～16.10.29 XRD、熱分析によるﾎﾟﾘﾏｰﾅﾉｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ材料の測定評価法 １

16. 7.20～16. 7.30 乳化重合体及びポリ乳酸ｴﾏﾙｼﾞｮﾝの粒度分布測定 １

16.11.15～17. 2.28 顔料系インクジェット用インクの改質 １

16.12. 1～17. 3.18 XRD、熱分析によるﾎﾟﾘﾏｰﾅﾉｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ材料の測定評価法 １

17. 1.20～17. 2.18 溶融紡糸装置の取扱方法の習得 ４

○食品加工ハイテクセンター

研修期間 研 修 内 容 受入れ人数

16. 5. 6～17. 3.31 食品素材の機能性探索 １

16. 7. 1～17. 3.31 落花生加工品の保管環境と品質変化追跡方法の検討 １
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